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重点方針専門調査会（第１回） 

議 事 次 第 

 
 

    日 時  平成 28 年３月 25 日（金）９:00～12:05 

    場 所  合同庁舎８号館８階特別中会議室 

 

 

１．開 会 

 

２．加藤大臣挨拶 

 

３．議 事 

（１）重点方針専門調査会の運営について 

（２）「女性活躍加速のための重点方針 2016」に盛り込むべき重点取組事項について 

 ・積極的な女性の採用・育成・登用の促進① 

 ・女性の活躍を支える安全・安心な暮らしの実現、基盤整備 

 

４．閉 会 
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○佐藤会長 それでは、定刻となりましたので、ただいまより第１回「重点方針専門調査

会」を開催させていただきます。 

 本専門調査会は、今月15日に開催されました、第48回男女共同参画会議において設置さ

れることが決まりました。 

 参考資料２の名簿にお示ししました男女共同参画会議の議員及び専門委員の方々で今後、

御審議いただくことになりますので、よろしくお願いいたします。 

 調査会の進行は、男女共同参画会議議長から、この専門調査会の会長に指名されました、

私、佐藤博樹が担当させていただきますので、よろしくお願いいたします。 

 初めに、加藤大臣から御挨拶をいただきたいと思います。よろしくお願いします。 

○加藤大臣 おはようございます。 

 女性活躍、また、男女共同参画を担当させていただいております、加藤勝信でございま

す。 

 本日は、大変お忙しい中、各委員の皆様方には、こうして足を運んでいただきまして、

改めて御礼申し上げます。 

 今、佐藤会長からお話がありました、10日前の男女共同参画会議にも御出席をいただい

ている皆さんも中にはいらっしゃって、引き続きありがとうございます。 

 御承知のように、昨年末に第４次男女共同参画基本計画を策定いたしました。そして、

この４月、もう来月からで、あと１週間後ということでありますが、いよいよ女性活躍推

進法が本格的に施行されるわけであります。基本計画に掲げた成果目標の着実な達成に向

けて、さらに加速をしていくことが必要であります。５月下旬を目途に「女性活躍加速の

ための重点方針2016」を策定する予定でございます。この専門委員会では、重点方針に織

り込むべき事項について、男女共同参画会議から、内閣総理大臣と関係各大臣に述べる意

見の案をまず御検討いただきたいと思っております。 

 先日、開催されました男女共同参画会議では、重点方針2016の検討方針として、私から、

基本計画で強調しております長時間労働等の働き方や、男性の家事・育児等への参画が進

まない現状等の変革、積極的な女性の採用・育成・登用の促進、困難を抱えた女性の安全・

安心な暮らしの実現を中心に、重点的に進めるべき具体策を盛り込むべきとの考え方を御

説明させていただきました。議員の皆様の意見交換の後、議長である官房長官からは、重

点方針専門調査会で十分に御議論いただきたい、また、各省においては重点方針専門調査

会等の議論も踏まえ、施策の具体化を進めていただきたいとの指示があったところでござ

います。 

 また、この専門調査会では、基本計画や重点方針に基づく各府省の施策の実施状況を監

視したり、また、政府の施策が男女共同参画社会の形成に及ぼす影響を調査検討する機能

も担っていただいているところでございます。男女共同参画会議での御議論でも、大変多

くの任務をこの調査会でお願いしているわけでありますので、また佐藤会長のリーダーシ

ップの中で適切な運営をぜひお願いしたいと思います。 



4 

 

 全ての女性がみずからの希望に応じ、家庭で、地域で、職場で個性と能力を十分発揮で

きる、多様性に富んだ豊かで活力ある社会を目指し、取組をさらに加速させていただきた

いと思います。 

 どうか、佐藤会長を初め、委員の皆様方におかれましては、積極的な御提案と忌憚のな

い御議論をお願いいたします。どうぞよろしくお願いいたします。 

○佐藤会長 加藤大臣、どうもありがとうございました。 

 カメラの方は御退席をお願いいたします。 

 大臣は、公務がございますので、ここで退席されます。どうもありがとうございます。 

（加藤大臣退室） 

○佐藤会長 それでは、最初に資料の確認をしたいと思います。事務局からお願いします。 

○岡田総務課長 総務課の岡田でございます。 

 議事次第の下に「配布資料」と書いてございます。確認させていただきます。 

 資料１は「専門調査会の設置について」、後で御説明いたします。 

 資料２、この専門調査会の運営規則（案）でございます。 

 資料３－１は、先ほど大臣からお話がありましたけれども、先日の参画会議で加藤大臣

が提出した資料、１枚物でございます。 

 資料３－２、そのときの議事要旨でございます。数枚でホチキスどめになっております。 

 資料４は、この専門調査会の開催スケジュール（案）ということで、１枚物でございま

す。 

 資料５からは、各府省庁の説明資料でございます。５－１は内閣府、５－２は経済産業

省、５－３は警察庁、５－４は法務省、５－５は１枚物でございますけれども、内閣府で

ございます。ここまでが各府省庁からの説明資料でございます。 

 資料６－１以降は、先生方に御提出いただいております資料でございます。６－１は家

本先生の資料、６－２は小山内先生の資料、６－１から６－６までございます。ここまで

が先生方の資料でございます。 

 参考資料といたしまして、参考資料１は関係する条文を載せているものが１枚。 

 参考資料２は、先ほど会長からお話がありました議員の名簿、今回、お願いしている先

生方の名簿でございます。 

 参考資料３は、去年、参画会議でまとめていただきました意見。 

 参考資料４は、去年、政府が重点方針として決定したものを参考までにつけさせていた

だいております。 

 参考資料５－１は、去年の12月に閣議決定しました基本計画の概要。５－２は冊子でご

ざいますけれども、その本体でございます。 

 非常に大部でございますが、以上でございます。もし足りなければ、おっしゃっていた

だければと思います。 

○佐藤会長 資料はよろしいでしょうか。 それでは、きょうは議事が２つですけれども、
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まず、１つ目の議事は「重点方針専門調査会の運営について」です。資料１にありますよ

うに、この専門調査会は先日の男女共同参画会議において、施策の実施状況を監視し、政

府が定める「女性活躍加速のための重点方針」に盛り込むべき事項について調査検討する

こととされています。つくった後は、「重点方針」に基づく各府省の各府省の予算概算要

求等の状況についてチェックするとともに、政府の施策が男女共同参画社会の形成に及ぼ

す影響を調査検討することになっています。 

 きょうは初めてですので、まずは詳しく事務局から御説明いただければと思います。 

○岡田総務課長 それでは、資料１を御覧いただけますでしょうか。 

 本調査会では、昨年末に閣議決定されました、第４次男女共同参画基本計画に基づく各

府省の女性活躍推進にかかる取組を促進するために、内閣総理大臣に任命された専門委員

など、議員による検討を行っていただきます。 

 真ん中あたりでございます。本専門調査会の役割としては３つございます。基本計画に

基づきまして、各府省庁の施策の実施状況を監視し、政府が定める重点方針に盛り込むべ

き事項について調査検討していただく。基本計画につきましては、後ほど申し上げます。

重点方針に基づく各府省の予算概算要求等の状況について調査検討していただくこと。さ

らに、政府の施策が男女共同参画社会の形成に及ぼす影響を調査検討していただくこと。

この３つでございます。 

 資料１の裏面を御覧いただけますでしょうか。 

 ここには、基本計画として決定されております具体的な取組が記載されております。 

 表の下の欄を御覧くださいませ。①②にありますように、基本計画における主要な施策

の進捗状況について、毎年度の予算編成等の動きと連動した形でフォローアップして、重

点方針決定に先立つ意見を提出すること。これは、監視機能を発揮することに当たります。

参画会議の意見を踏まえて、政府において、女性活躍加速のための重点方針を決定するこ

とになりますけれども、この方針を決定しまして、各府省の概算要求に反映させるという

仕組みは、第４次の基本計画において新たに盛り込まれたものでございます。基本計画に

掲げた成果目標の着実な達成に向けて、特に重点的に取り組むべき施策を重点方針として

盛り込むこととしております。 

 また、この表の③にございますように、女子差別撤廃委員会の最終見解等に関し、各府

省における対応方針の報告を求め、必要な取組を政府に対して要請するということがござ

います。 

 表に戻っていただきまして、この基本計画に基づいて調査検討を行っていくということ

が、この専門調査会の役割となっております。 

 以上でございます。 

○佐藤会長 この専門調査会の設置の趣旨について御説明いただいたかと思いますけれど

も、もう一つは、特にこの３つの中で、この後は②のところ、女性活躍加速のための重点

方針について最初に御議論いただくということで、それは議事の２つ目になります。この
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辺の進め方については後でまた詳しく議論させていただきますけれども、全体として、専

門調査会の設置について、御質問があれば。よろしいですか。 

 それでは、何かあればまた後で御意見を伺います。 

 次に、男女共同参画会議運営規則第９条第２項に基づき、専門調査会の議事の手続など

について、資料２のとおり、運営規則を定めたいと思いますので、まず、事務局から簡単

に説明をお願いいたします。 

○岡田総務課長 次に、資料２を御覧いただけますでしょうか。 

 まず、第２条にございますように、会議の招集は会長が行うということでございます。

所属する議員、または専門委員の過半数の出席が求められることとしておりますが、会長

が必要があると認められたときには、過半数が出席していない場合でも招集できるという

規定を置いてございます。 

 第３条でございます。御欠席の場合に、代理人を出席させること、書面による意見提出

が可能であることを規定しております。ただ、代理人の方に議決権の行使までは認めない

としております。 

 第４条でございます。議事は、出席された議員、専門委員の方々の過半数をもって決す

ること。可否同数の場合は会長が決することによるということでございます。 

 調査会に所属する方の過半数の出席がない場合には、原則、議決ができない。ただし、

会長が必要と認めるときは議決することができて、その場合には、次回の専門調査会の開

催時に、会長から当該議決について報告することとしております。 

 第５条でございます。会議は公開で開催すること。ただし、会長が公開により公平かつ

中立な議事を保障する静謐な環境の維持に支障を及ぼすおそれがあると認めるとき、その

他正当な理由があると認められるときは、会議を非公開とすることができるとしておりま

す。 

 裏、第６条、７条で、会議の議事要旨を速やかに公表すること。議事録は調査会に諮っ

た上で公表することを規定しております。 

 第８条ですけれども、会長は会長代理をあらかじめ指名することとし、第９条はその他

必要なことは会長に定めていただくということでございます。 

 以上でございます。 

○佐藤会長 専門調査会の運営規則ですけれども、これまでの専門調査会の運営に沿って

つくられているのだと思います。御質問があれば。よろしいでしょうか。もしよろしけれ

ば、こういう形で進めさせていただければと思います。 

 それでは、案のとおりで決めたいと思います。 

 次に、ただいま決定しました運営規則の第８条、裏ですけれども、「会長に事故がある

ときは、あらかじめ会長の指名する委員が、その職務を代理する」というもので、会長代

理を決めるということになっています。この規定に基づきまして、本日、御欠席ですけれ

ども、岩田委員を会長代理に指名させていただければと思います。よろしいでしょうか。 
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 では、そのようにさせていただきます。あと、事務局から御連絡いただければと思いま

す。 

 それでは、議事（２）ということで、きょうの、あるいはこの専門調査会の前半の主な

課題になるわけですけれども「『女性活躍加速のための重点方針2016』に盛り込むべき重

点取組事項について」に移りたいと思います。 

 既にお話ししましたように、この専門調査会の当面の課題は、女性活躍加速のための重

点方針に盛り込むべき事項について調査検討するということです。 

 まず、重点取組事項について議論する前に、15日に行われました男女共同参画会議での

議論や、今度の専門調査会開催のスケジュール等について、事務局から御説明いただけれ

ばと思います。特に役割について、後で少し私のほうからも御説明させていただければと

思います。 

○岡田総務課長 それでは、資料３－１と３－２を御覧いただければと思います。 

 ３－１ですけれども、先日開催されました、第48回男女共同参画会議では、まず、参画

会議のメンバーである加藤大臣から、重点方針2016の検討方針について、３－１に基づき

御提案がありましたので、御説明いたしたいと思います。 

 大きな方針としては、「基本的な考え方」の１つ目の●にありますように、昨年閣議決

定されました基本計画に掲げた成果目標を着実に達成するため、これは２つ目の●にあり

ますけれども、基本計画で強調した３つの点、①長時間労働等の働き方や、男性の家事・

育児等への参画が進まない現状等の変革、②として、積極的な女性の採用・育成・登用の

促進、③として、困難を抱えた女性の安全・安心な暮らしの実現、これらを中心に重点的

に進めるべき具体策を盛り込むべきとされております。 

 次に「検討する主な具体策」として、提案がございます。まず、１つ目の●であります

が、「多様な働き方の推進、男性の暮らし方・意識の変革」として、非正規雇用の女性の

待遇改善、長時間労働の削減、公共調達を活用したワーク・ライフ・バランス推進の加速、

男性の家事・育児・介護等への主体的参画の促進について打ち出していきます。 

 続いて、次の●でありますが、「『指導的地位に女性が占める割合30％程度』の達成に

向けた参画拡大・人材育成」としまして、公務部門の取組加速、将来指導的地位につく女

性の人材育成策の抜本的な充実、農山漁村における女性リーダーの育成、男性経営者の女

性活躍へのコミットメントの拡大を図っていく。 

 さらに、次の２つの●ですけれども、性犯罪への対策の推進など、女性に対する暴力に

ついて施策を盛り込んでいく。また、最後に、通称使用に係る課題などの調査検討や税制、

社会保障制度等の見直しについても議論を深めていく。以上の御提案が加藤大臣からござ

いました。 

 また、当日、会議の席上で、議員からも会議の場で多くの御発言がございました。これ

らは資料３－２の会議の議事要旨を御参照いただければと思います。 

 これらの御意見を踏まえて、本専門調査会では、重点取組事項について議論していくと
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いうことでございます。 

 資料４を御覧いただけますでしょうか。最後に、現時点での本専門調査会の当面の大ま

かな開催スケジュール（案）について御説明いたします。 

 本日が、重点取組事項の議論のキックオフとなる第１回目でございます。重点取組事項

（案）を取りまとめていただくまでに、本専門調査会を３回開催することとしております。

第２回は本日同様、各省からの施策の説明、各委員の先生方からの御提言を引き続きいた

だきたいと考えております。本日と次回、専門調査会での御議論を踏まえまして、第３回

の専門調査会で重点取組事項について御議論いただきまして、取りまとめていただくとい

うことでございます。 

 なお、取りまとめていただきました重点取組事項（案）は、５月上旬に開催予定の第49

回男女共同参画会議に御報告いただきまして、参画会議の意見として決定していただくと

いうことでございます。 

 先ほどの資料１で御説明しましたけれども、参画会議の意見を踏まえまして、５月下旬

をめどに「女性活躍加速のための重点方針2016」を策定する予定でございます。 

 以上でございます。 

○佐藤会長 まず、最初、資料１の後ろにありますように、この専門調査会は男女共同参

画基本計画で位置づけられていて、そこでここにありますように、女性活躍加速のための

重点方針を決定し、概算要求に反映するようにするというのが含まれています。そういう

意味で、今回のここでの議論は、第４次の男女共同参画基本計画で定められて、動いてい

くということであります。 

 もう一つは、今回、重点方針ですので、全体の計画がこれで政府が動いていくわけです

ね。ですから、これは一応もうあるわけです。その上で、とりわけ重点方針としてこの最

初の年度、何をやるかということを少し皆さんで議論する。その議論する分野としては、

大臣から出ていますので、特にこの分野の中で重点的に取り組むものとして、何が大事か

ということを、皆さん、各府省がこういう趣旨にのっとって、大事だと思うのものが取り

上げられているかどうかということを考えてもらえるような重点方針をつくる。それを予

算要求に組み込んでいただく。こういう趣旨です。ですので、これを全部盛り込むわけで

はない。これは動いているわけですね。その中で、とりわけ直近の年度について、どうい

うものを重視してやっていくのか。一応枠としては、加藤大臣から提案されたものがあり

ますので、この中で基本的には議論していくことになるということを、少し頭に入れてお

いていただければと思います。それがこの点の仕組みです。 

 昨年度もやったわけですけれども、昨年度は第３次男女共同基本計画の最後の年度だっ

たわけですね。その中には今回の仕組みというのは組み込まれていなかったわけです。そ

ういう意味では、今回は初めて枠組みができた中で取り組むということで、去年は第３次

の計画があったわけでありますけれども、女性活躍新法ができたりとか、安倍政権の方針

等で状況が変わってきましたので、そういう中で、とりわけ重視するものは何かというこ
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とで、去年つくったわけでありますけれども、そういう意味で、予算編成を始めた時期に

出すということになってしまったのです。ですから、去年はやや過渡期的な取組で、今年

度は基本計画の枠組みの中にきちんと位置づけられて、かつ、各府省が予算要求する前に

ここで議論する。そういう意味で、資料４を見ていただきますと、おわかりのように、２

回議論していただいて、できれば４月に重点取組事項をまとめていただいて、これを男女

共同参画会議で決定し、それを踏まえて、最終的に第５回すべての女性が輝く社会づくり

本部で決定する。これは政府の決定になります。これを踏まえて、具体的に予算要求が始

まるわけであります。どこの段階でやるかはまだ御検討ですけれども、きちんとここに出

したものが各府省の予算要求に組み込まれてやるのがフォローアップということです。 

 昨年度は時期が、予算要求をやっているときに出したので、少々難しかったのです。今

回は取組方針を出して、政府の方針を決めて、それを踏まえて府省に要求していただいて

というような手順になるということですので、その辺は多少昨年度と違うということを御

理解いただければと思います。 

  

 今のようなことですが、昨年度、議論にかかわった方もいらっしゃいますが、今回、初

めてという方もいらっしゃいますので、もし御質問があれば、伺います。進め方等につい

て。 

 鈴木委員、どうぞ。 

○鈴木委員 今、佐藤会長から御説明いただいたことは全て理解いたしました。 

 その上で申し上げるのですが、去年の重点方針2015は過渡期的なものだったという御説

明でしたけれども、重点方針2016を考えるに当たりましては、そうは言ってもPDCAサイク

ルの視点を持つことが、重点方針2016に何を盛り込むべきかを議論するにあたって重要で

はないかと思います。 

 そういう意味で、重点方針2015が去年は６月26日でタイミングがちょっと遅かったとい

うお話ですが、重点方針2015についてどういうところが進み、どういうところが進んでい

ないのか。去年の重点方針は20ページほどあって、本当にいろいろなことが書かれており

ますけれども、これの総括というのでしょうか、何かそういうものはないのでしょうか。

概要的な御説明を本日簡単にいただくとか、次回以降、何か御説明いただくとか、そうい

うことはありますでしょうか。 

○佐藤会長 去年の重点方針についての評価ということですね。 

○岡田総務課長 きょうはその資料を用意してございませんけれども、2015について、そ

の後どのような予算要求がされたとか、そういった資料につきましては、次回提出させて

いただきたいと思います 

○佐藤会長 後ろのほうに参考資料３、４とついています。３が専門調査会で議論し、男

女共同参画会議に上げて決まったものです。ですから、これはそんなに厚いものではない

です。５ページ弱。これをベースに今度は政府の重点方針として、すべての女性が輝く社
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会づくり本部で決めたのがこの資料５で、これが20ページ。ですから、ことしもこのよう

な形で出てくるのではないかと思っています。ですから、これについてフォローは次回か

次々回か御説明いただくようにしたいと思います。 

 辻村議員。 

○辻村議員 辻村でございます。 

 昨年の会合に出席していた者として、ただいまの点について一言申し上げたいのですけ

れども、次回出られないものですから、よろしいでしょうか。 

 参考資料３と参考資料４の関係についてです。３は2015年６月22日の男女共同参画会議

で出したもので、４の６月26日のほうが後ではありますけれども、すべての女性が輝く社

会づくり本部と、主体が違っておりました関係その他がありまして、参考資料３の内容が

４に全て反映されているわけではもちろんないわけです。この両者間で変わったことにつ

いて、ことし2016では、どうするのかという論点があります。 

 まずタイトルが、参考資料３のほうは「男女共同参画・」がついていましたが、参考資

料４のほうではそちらが消えている。これは既成事実として、今回もそこが消えたものが

2016で来ておりますから、タイトルについての変更の可能性はないと思いますので、これ

については省略をいたします。ただ、参考資料３の６月22日版では、第１が政治分野にな

っております。ところが、参考資料４は政治分野が全くなくて、行政分野から始まってい

るのです。ことしの2016についても、先日、参画会議で出てまいりましたものは「まず隗

より始めよ」で、行政分野から始まっているということがありますが、これについては、

この会合でつけ足していくという趣旨だと理解しております。昨年はちょっとした時間的

なずれなどの関係で、男女共同参画会議での政治分野は入れるべきだという意見が反映さ

れませんでした。きょうは詳しく申しませんけれども、御承知のとおり、ジェンダーギャ

ップ指数でも、日本が今、101位ですけれども、日本の順位が悪いのは、ほとんどの場合政

治分野の点数が低いからで、100点満点中、去年は5.8点で、ことしは10.3点ですが、この

分野が少しでも上げればかなり改善されますので、政治分野はぜひ入れていただいて、内

容的には、行政側から政党に対して働きかけるとか、あるいは地方議会について働きかけ

るとか、調査をするとか、そういった内容を含めて頂きたいと思います。政治分野を全部

落とすということについては、昨年の参画会議では相当皆さん御議論、御批判があったと

思いますので、ぜひこれを入れたいのですが、この点を発表する人が今回いないですね。

私は本日暴力調査会の立場でお話すことになっておりまして、次回、出られないものです

から、ぜひテークノートしていただいて、去年入っていないからといって、ことし、行政

から始まるということうを既成事実とせず、できれば政治分野も入れほしいと思います。 

○佐藤会長 まず、基本計画に政治分野が入っているのですね。これは動いているのです。

そういう意味で、単年度で入れるときに、入れないということは、重視しないということ

ではないので、そういう意味では、とりあえずここで検討してくれという案が出ているの

で、基本的にこの中で議論する。もちろん、全部この中だけでなければだめだという意味
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ではなくて、こちらの計画に入っているものを進める上で、特に今年度、予算要求してい

ただくということが大事だということであれば盛り込むところである。そういう理解でよ

ろしいですか。 

○辻村議員 そういう理解でいいのですけれども、２番目に「指導的地位に女性が占める

割合30％程度」の達成というのが入っていますから、「まず隗より始めよ」で公務分野で

もいいのですけれども、政治分野のレヴェルが少しでも上がるとかなり全体がよくなりま

すので、そこについてお願いしたい。 

○武川局長 男女共同参画局長の武川でございます。 

 政治の件なのですけれども、昨年は、男女共同参画会議で御議論をいただきまして、会

議としては政治に関して意見を言っていいのではないかというお話がありました。他方、

本部は、行政府としての決定の場でございまして、決定される「重点方針2015」には政治

に関しては載せておりませんけれども、本部の場に出席された総理の発言の中に、政治の

分野もしっかり取り組んでいくという趣旨の御発言がございましたので、トータルとして

見れば、男女共同参画会議からの政治に関する御意見についても受けとめはされていると

私どもは考えます。 

○佐藤会長 ですから、辻村議員の言われることはよくわかります。今回、この枠内で議

論する中で、皆さんが指導的３割というときに政治分野もリファーしておいて、そこを頑

張ってもらわないと上がらないということで、動いていけば入るということもあり得る。 

 もう一つは、これをつくった後、まず、男女共同参画会議で決める。ここは会議での決

定で、政府決定というのは、一応手続的にはすべての女性が輝く社会づくり本部で決まる

ということになりますので、もちろん、これは、会議の決定もちゃんとした書類ではあり

ますけれども、政府全体として府省に発信するのは、本部で決めたものになるという、そ

こをちょっと御理解いただければと思います。 

 ただ、前回はやや時期が近すぎたので、どうなのかなということがあったのも事実だと

思います。今回は、こういう段取りでやっていくとなりますので、ここを踏まえた上で、

多分、本部のほうでもやっていくという形になるかなと思います。 

 その後、もう一つフォローアップをやる機会があります。その点も更新を出して、今度

府省が予算要求をしてくるわけですね。その中でもう一度ヒアリングをするということに

なります。去年はそこでしかやらなかったわけです。ですから、去年よりも、そういう意

味では重点方針の政府の予算編成反映という点では、もう一段やれる機会が多くなるので

はないかと思っています。 

 ほかには。 

 若干去年出た方はいろいろ大変だったのは私もわかりますので、今年度は一応オーソラ

イズされた枠組みの中でやるということになるかと思います。ただ、何度も言いますよう

に、全部盛り込むわけにはいかないので、これは走っているということで、その中で特に、

当面やっていただく、より重視したいことは何かということを議論いただくということで
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すので、そういう意味では、ここに載らないからといって大事ではないということではな

いと御理解いただければと思います。 

 ですので、まずはこの枠組みで、この中で特に何が大事かということを考えていただく

ようにしていただくとありがたいと思います。よろしいでしょうか。 

 それでは、きょうは現在、政府で実施している、今回のこの分野ですけれども、各省庁

のヒアリングを行うとしたいと思います。 

 時間の都合上、御説明いただく施策は絞っています。そういう意味で、これは全部はわ

かりませんけれども、これにかかわる部分をきょう、お呼びしている分野内でやるという

ことになります。 

 では、まず、積極的な女性の採用・育成・登用の促進のうち、男性経営者の女性活躍へ

のコミットメントの拡大に向けた取組について、内閣府から御説明いただければと思いま

す。 

○岡田総務課長 たびたび恐れ入ります。内閣府でございます。 

 資料５－１を御覧いただけますでしょうか。まず、内閣府からは「男性経営者の女性活

躍へのコミットメント拡大」に関しまして、主に「輝く女性の活躍を加速する男性リーダ

ーの会」行動宣言について御説明させていただきたいと思います。 

 １枚めくっていただきます。女性の活躍促進に向けた組織トップの取組の重要性につき

ましては、下の点線の枠に書かせていただいておりますけれども、第４次基本計画でも盛

り込まれているところでございます。下線部の下のところ、「女性の活躍の重要性に関す

る経営者・管理職等の理解の促進」が必要であるということで、盛り込まれております。 

 この男性リーダーの会の行動宣言がございますけれども、上に戻っていただきまして、

平成26年に首相官邸で開催されました「輝く女性応援会議」をきっかけといたしまして、

女性の活躍推進にそのときに積極的に取り組んできておられた９名の男性の経営者の方々

によって策定されたものでございます。どのような方々かというのは、水色の枠の中に書

かせていただいております。 

 行動宣言でありますけれども、小さく右側に絵を載せておりますが、３つの柱というの

がございまして、１つ目は「自ら行動し、発信する」ということ、２つ目としては「現状

を打破する」ということ、３つ目としては「ネットワーキングを進める」ということで、

この柱に沿って具体的に取り組んでいくことを宣言していただいておりました。 

 ２枚目、これまで、行動宣言の賛同者の方々にどのようなことをしてきていただいてい

るかということでございますが、ネットワークの拡大ですとか、下のほうですけれども、

情報発信などを通じまして、御自分の組織だけではなくて、外に向けても女性の活躍推進

に取り組んできておられます。 

 ネットワークの拡大ということでは、各組織での好事例の共有などを目的に、賛同者の

ミーティングを定期的に開催しています。ことしの３月７日にもミーティングを開催して

おりまして、真ん中あたりですけれども、新たにロゴマークの策定と、加藤大臣による行
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動宣言への賛同などを行ったところでございます。 

 また、賛同者の方々には、政府などが主催するイベントに積極的に御登壇いただいてお

りまして、例えば下の写真ですけれども、昨年６月には在日米国商工会議所で開催されま

したウィメン・イン・ビジネス・サミットや、真ん中あたりですけれども、８月に開催さ

れましたWAW！国際シンポジウムなどにおきまして、組織トップが女性活躍にコミットする

ことの重要性について発信していただいているところでございます。 

 あわせまして、その横に広報誌とありますけれども、男女共同参画局で策定しておりま

す広報誌、あるいは事例集などで賛同者の取組を発信しております。 

 今、賛同していただいている方は、この３月時点で100名を超えておりまして、企業の経

営者の方、自治体の首長の方々、大学の学長の方々、あるいは独立行政法人の理事長様と

か、そういった方々に御賛同いただいているところでございます。 

 １枚めくっていただきまして、今後の取組でございます。 

 女性の活躍を一層推進していくためには、現状を見てみますと、経営者の多くが男性で

あるということで、我が国の現状を踏まえますと、男性の経営者の意識改革を通じてトッ

プみずからが女性の活躍を主体的に進めていただくことが効果的であると考えております。 

 そのため、この男性リーダーの会の行動宣言の賛同者による好事例などを積極的に発

信・周知していくことを通じまして、①でありますが、宣言への賛同者を全国に拡大して

いくとうこと。また、②でありますが、各地域においてさまざまな組織のトップが連携し

た取組ということを促進していきたいと考えております。 

 次の４ページ、この地域における多様な主体の連携体制ということでございますけれど

も、内閣府で実施しております地域女性活躍推進交付金というものが、有効な支援方策と

しまして、今、地方公共団体において活用されているので、御説明させていただきたいと

思います。 

 一番上の目的でございますけれども、地方公共団体が女性活躍推進法に基づく推進計画

を策定して、女性の活躍推進に関する施策を確実に実施することを支援するということで、

27年度補正で３億円計上されております。 

 この交付金でございますけれども、真ん中あたり、内容及び事業スキームというところ

を御覧いただければと思いますが、地方公共団体が行う、地方の実情に応じた取組を支援

するためのものでありまして、真ん中あたりの緑の枠に書いておりますけれども、地域に

おける女性活躍推進のためのさまざまな施策、例えばワンストップ支援体制の整備ですと

か、協議会等を活用した継続就業支援する仕組みなどについて、活用可能となっておりま

す。 

 27年度の事業例としましては、一番下の右でありますけれども、秋田県による「あきた

女性の活躍推進会議」のように、経済団体や労働団体等のトップが連携した取組というこ

とも行われているところでございます。 

 今後も引き続き、地域の状況に応じた女性に活躍推進に向けてこうした取組を推進して
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いきたいと考えております。 

 以上でございます。 

○佐藤会長 全て御説明いただいてから、時間を考えて御質問があれば伺うとしたいと思

います。 

 続きまして、女性の起業家支援のあり方について、経産省から御説明いただきます。 

○経済産業省 経済産業省の藤澤でございます。 

 委員の皆様には、日ごろから大変お世話になっております。この場をかりて御礼申し上

げたいと思います。 

 お手元の資料５－２に基づきまして、今、会長からありましたように、女性の起業家支

援というところを中心に御説明申し上げたいと思います。 

 まず、めくっていただきまして３ページ、これは皆さん御案内のとおりでございますけ

れども、経済産業省として取り組んでおります女性の活躍推進に向けた取組の全体的なピ

クチャーを１枚にまとめているものでございます。 

 少子高齢化などが進んでいく中で、女性を初め、多様な人材が活躍できるようにしてい

くことが、企業競争力の強化という観点から、極めて大事だと思ってございまして、ダイ

バーシティ経営企業100選、なでしこ銘柄といった取組を進めてきておりますが、来年度に

かけて、ぜひ力を入れていきたいと思っている取組が、まさに女性起業家の支援というと

ころでございます。こちら、子育てとの両立とか、女性が抱えるさまざまな状況に応じて、

女性にとって起業家というのが新たな働き方の選択肢にもなるであろうという問題意識も

ございまして、進めているということでございます。 

 中身について御説明申し上げたいのですが、４ページ目、こちらの起業に関する女性の

ニーズと起業家支援の取組についてということでございまして、上段のところにございま

すように、起業に関心を持っている女性の皆様、さまざまな声があるかと認識をしており

ます。そういう中で、起業のさまざまなステージ、潜在的な希望者の段階から起業を実際

にされていくというところに至るまでのステージに応じたさまざまな支援策を提供させて

いただいているということでございまして、こちらに幾つか代表例を書かせていただいて

いますが、創業スクールの事業だったり、創業に当たって必要な補助金を出させていただ

くような創業・第二創業補助金といったものや、日本公庫の融資制度といったものを御活

用いただいて、起業家の皆さんを後押しすることをやらせていただいているということで

ございます。 

 こういった中で、次の５ページ目に移っていただきますと、女性起業家の皆様のニーズ

がどういう状況になっているかということでございますが、下の真ん中ぐらいにあります

黒枠で囲ってあるところを御覧いただければと思います。女性の起業時に望む支援策につ

いて、アンケート調査のようなことをやると、同じような立場の人の交流の場が欲しいと

か、先輩起業家の皆さんからの助言、指導窓口といったものが期待されるといった声があ

りまして、男性の起業家の皆さんとも、若干ニーズが違うところもあると理解しておりま
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して、女性は情報や意見の交換といったことを求められているという観点から、ネットワ

ークの形成を進めていこうということで、新たな事業を来年度にかけて実施していきたい

と思ってございます。 

 具体的には、こちらにありますように、女性起業家等支援ネットワークというものを全

国のブロックごとに10カ所程度構築するという取組を来年度始めてみたいと思っています。

こちらは地域ごとにいろいろな実情もあるかと思いますけれども、まずは中核となるブロ

ックごとに機関をつくりまして、そちらの中核機関がいろいろな形で女性の皆さんのアド

バイスに乗っていただき、必要であれば自治体、金融機関、場合によっては先輩の起業家

を御紹介するといった形で、おつなぎをするという機能を担っていただくことを考えてお

ります。こちら、これから構築するところ、さまざまなニーズに応じてきめ細やかな形で

ネットワーキングをしていきたいと思っておりますが、起業家の皆さんの相談はさまざま

ですので、閉じたようなネットワークではなくて、いろいろな支援機関の方が、今でも取

組を進めておられますので、そういった皆さんの御協力を得ながら、より広がりのあるオ

ープンなネットワークを目指していきたいと考えてございます。 

 次ページ以降は、参考資料になっておりますので、御説明は割愛いたしますが、せっか

くですので、若干紹介させていただくと、11ページ、12ページにかけて、起業家とは別途

進めております女性の登用促進等のダイバーシティ経営の推進ということでございます。

新・ダイバーシティ経営企業100選について、今月16日に新たな表彰企業を発表をさせてい

ただきまして、今に至るまで170を超える企業の皆さんのベストプラクティスを発信させて

いただいております。 

 12ページ目にはなでしこ銘柄も御紹介しておりまして、こちらは同じく16日に新しく45

社をなでしこ銘柄として選定させていただいているということでございます。 

 私からは以上でございます。 

○佐藤会長 どうもありがとうございました。 

 続きまして、女性の活躍を支える安全・安心な暮らしの実現、基盤整備として、まず、

性犯罪対策の推進について、警察庁から御説明願います。 

 なお、法務省につきましては、本日は性犯罪対策を議論する法制審議会が開催されてい

るということで、御出席いただけませんでしたので、警察庁からの説明後、事務局からか

わって御説明させていただきます。 

 では、よろしくお願いします。 

○警察庁 警察庁の熊谷と申します。 

 平素から、委員の皆様には御指導いただきまして、ありがとうございます。引き続きど

うぞよろしくお願いいたします。 

 警察庁は、所管に応じまして、２つの所属から御説明申し上げます。 

 まず、警察庁刑事局でございます。 

 資料５－３の１枚目でございますが、近年の性犯罪の状況についての御説明でございま
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す。まず、強姦の認知件数につきましては、平成27年中は1,167件、これは、10年前の1,948

件と比較いたしますと、約40％の減少となっております。近年の傾向といたしましては、

平成18年から23年にかけて連続して減少し、その後はおおむね横ばいの状況でございます。 

 お手元の２枚目の資料となります。これは、強制わいせつ罪のほうのグラフでございま

すが、認知件数につきまして、平成27年中は6,755件、年によってでこぼことなっておりま

すが、10年前の8,326件と比較いたしますと、約20％の減少となっております。 

 検挙率につきまして、これは１枚目、２枚目それぞれ比較いただきたいのですけれども、

強姦罪につきましては、平成27年中95.5％、これは非常に高い数値でございますけれども、

前年比でプラス7.5ポイントとなっております。 

 続いて、強制わいせつ罪でございますが、これは61.1％、同じく前年比で3.0ポイントの

上昇ということになっております。それぞれ近年は上昇傾向という形を示しております。 

 １枚めくっていただきまして３枚目のペーパーでございますが、「性犯罪捜査の充実」

というタイトルでございます。刑事部門におきましては、性犯罪捜査体制の整備に努めて

おりまして、まず（１）全国の警察本部に「性犯罪捜査指導官」等を設置いたしまして、

性犯罪捜査の指導・調整等に当たっているところでございます。 

 （２）警察庁におきまして、性犯罪の捜査指揮能力の向上を図るため、都道府県警察の

幹部の女性警察官を対象といたしました専科教養を実施しております。また、都道府県警

察におきましても、同様の研修を実施しているところでございます。 

 （３）性犯罪捜査を担当する係への女性警察官の配置を推進しておりまして、特に、性

犯罪被害者からの聴取、また、病院への付き添い等については、できる限り女性警察官が

対応するように努力をしているところでございます。 

 また、その下にありますとおり、性犯罪被害相談電話、また、県によっては名称といた

しまして、性犯罪被害110番と言っておりますが、その設置によりまして被害を相談しやす

い環境づくりに努めているところでございます。 

 刑事局から以上でございます。 

○警察庁 警察庁の犯罪被害者支援室でございます。 

 資料を１枚おめくりいただきまして、私から、性犯罪被害者支援の充実について、御説

明をさせていただきます。 

 警察におきましては、犯罪被害者一般についてさまざまな支援等を行っておりますけれ

ども、特に性犯罪被害者に対しましては、その負担軽減と被害の潜在化防止を目的として、

さまざまな取組を行っております。 

 まず、性犯罪被害者等の支援を行う民間の団体等との連携の促進についてでございます。

警察におきましても、あらかじめ指定をした警察職員が被害者の方に対して病院への付き

添いや、あるいは、必要な支援団体等への橋渡しや相談等を行う制度を運用しております

けれども、警察だけで支援を行うことは難しいことから、民間の被害者支援団体で積極的

に取り組んでいただいている団体に対し、被害者の病院や裁判等への付き添い業務、ある
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いは相談等の業務を委託させていただいておりまして、その費用を支出させていただいて

いるところでございます。 

 続いて、性犯罪被害者支援に携わる人材の育成についてでございます。こちらにつきま

しては、まず、警察官や警察職員の採用時ですとか、あるいは階級等の昇任時等に、折に

触れて被害者等の心情に配意するための教育を推進しており、被害者の方々や、あるいは

被害者支援団体の方々、カウンセリング等に携わる方々等を部外講師として招聘させてい

ただいて、性犯罪被害者を含む被害者支援のための教養を行っているところでございます。 

 また、犯罪被害者支援に専門的に取り組む部署に新しく配置された職員等や、あるいは

犯罪被害者のカウンセリングに従事する職員に対しましては、専門的な教養を実施してい

るところでございます。 

 続いて、カウンセリング技能を有する警察職員の活用ということでございますけれども、

こちらにつきましては、臨床心理士の資格を持っている警察職員ですとか、あるいは資格

を持っていない職員であっても、専門的な知識や経験、技術を身につけた職員に対して、

専門的な教養等を行った上で、犯罪被害者等の方々からのカウンセリングに対応するとい

う業務を行っております。 

 これらの者に対しては、精神科医の先生等をカウンセリングアドバイザーとして委嘱さ

せていただいておりまして、医師等からの専門的なアドバイス等をいただいて、日々の日

常的なカウンセリング業務実践に生かしているというところでございます。 

 最後に、性犯罪被害者支援のための各種取組の推進ということで、その他の取組につい

ても御説明させていただきます。 

 まず、初診料、診断書料、緊急避妊に要する経費等の公費負担制度の充実でございます。

これにつきましては、平成18年度から性犯罪被害者に対しまして、緊急避妊に関する費用

ですとか、初診料、診断書料、人工妊娠中絶費用等を公費負担させていただくという制度

を運用しております。また、性犯罪被害者の方が受けた被害に対するカウンセリング費用

につきましても、今、警察のほうであらかじめ委嘱をさせていただいている精神科医の先

生ですとか、カウンセラーの先生に対して行っていただいたカウンセリング費用というの

を公費で負担させていただいている制度を各都道府県で運用しておりまして、そのうち、

一部の都道府県につきましては、犯罪被害者の方が自ら選定された精神科医やカウンセラ

ーによるカウンセリング費用を公費負担する制度を行っております。 

 今後、被害者の方がより利用しやすい制度ということで、被害者が任意に選定された精

神科医の先生やカウンセラーの方から受けたカウンセリング費用の公費負担制度を全国に

展開していこうということで、取組を行っているところでございます。 

 警察庁からは以上でございます。 

○佐藤会長 どうもありがとうございます。 

 それでは、内閣府のほうから法務省の取組についてお願いします。法制審議会の議論か

な。 
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○岡田総務課長 資料５－４、縦書きの資料を御覧いただけますでしょうか。 

 きょう、この会議と同じ時間帯に、先ほど会長からお話がありましたけれども、法制審

議会の部会が開催されておりますので、担当の方がきょう、いらっしゃらないということ

で、簡単に説明させていただきます。 

 法務省では、昨年８月に、性犯罪の罰則に関する検討会というものの取りまとめ報告書

が出ました。それを踏まえまして、昨年10月９日に法務大臣から法制審議会に、性犯罪に

対処するための刑法の一部改正に関する諮問をしております。その内容につきましては、

この資料５－４の２ページ目以降の別紙「要綱（骨子）」のとおりでございます。 

 法制審議会では、この諮問について、昨年11月から刑事法（性犯罪関係）部会を開催し、

審議を行っているということでございまして、これまでに４回の会議を開催して、本日、

第５回目の会議が行われているところでございます。第１回から第３回までの会議で、各

論点についての議論を一巡しまして、第４回からは２順目の議論に入っております。 

 同部会の今後の審議のスケジュールなどにつきましては、本日の議論の状況にもよりま

すので、現時点では確たることは申し上げられないのですけれども、法務省としては、法

制審議会の答申が得られましたら、速やかに必要な措置を講じてまいりたいと考えている

と聞いてございます。 

 以上でございます。 

○佐藤会長 今、議論の途中だということです。 

 それでは、続いて、最後になりますけれども、女性活躍の視点に立った制度等の整備に

ついて、内閣府から御説明いただければと思います。 

○伊藤調査課長 調査課長の伊藤でございます。 

 私のほうからは、制度の整備の関係でございます。資料３－１の大臣の紙の中に、２つ

の点が掲げられてございます。通称使用に係る課題等の調査検討、税制・社会保障制度等

の見直しということでございます。資料５－５の第４次男女共同参画基本計画の中に、第

９分野、男女共同参画の視点に立った各種制度の整備というところがあり、関連する記載

がございますので、簡単に御紹介をさせていただきたいと思います。 

 １番目に「男女共同参画の視点に立った社会制度・慣行の見直し」という項目がござい

まして、その中に「ア 働きたい人が働きやすい中立的な税制・社会保障制度・慣行、家

族に関する法制等の検討」というのがございます。 

 ①は、端的に申し上げれば、いわゆる103万、130万の壁の問題がございます。女性がこ

れによって就業調整をしているのではないかということで、この可能性がある税制、社会

保障制度等について、働きたい人が働きやすい、中立的なものとなるように、具体化・検

討を進めて、計画期間中、５カ年計画ですので、2020年までのできるだけ早期に見直しを

行うということでございまして、税制、社会保障制度、配偶者手当という３個の項目につ

いての記載がございます。 

 税制につきましては、今、配偶者控除という仕組みがございますけれども、その他の諸
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控除も含めて、そのあり方について、税制調査会で検討が行われております。昨年平成27

年11月に論点整理がまとめられてございますが、こういったことも踏まえまして、国民的

議論を進めながら見直しを行っていくということになってございます。 

 社会保障制度につきましては、130万円の壁です。130万円の壁というのは、130万円を超

えると保険料が発生します。週30時間を超える場合にも被用者保険に入るということにな

っておりまして、そうなりますと、130万円を超え、また被用者保険に入った瞬間に保険料

の発生を伴うということで、壁ができて、収入が逆に減少してしまうという構造になって

ございます。どうするかということが問題になるわけなのですけれども、まずは、被用者

保険を適用拡大するために、今、週30時間以上の要件を週20時間以上としていくというこ

とを進めていく中で、対象となる人たちも縮小していくという取組が進められてございま

す。ことし、平成28年10月から適用の拡大が行われるわけですけれども、今、決まってい

るものだけではなくて、さらに適用の拡大を検討していくということになってございます。 

 配偶者手当の問題でございますけれども、配偶者手当につきましては、そもそも民間で

も、出しているところ、出していないところ、いろいろあるわけですけれども、出してい

るところでは、もともとの歴史的な経緯から、例えば税制の配偶者控除の要件である103

万円であるとか、いわゆる社会保険制度の130万円のところで、もし、奥さんの働いている

年収がそれを超えると、一律に旦那さんのほうに支給されている配偶者手当が支給されな

くなるといったことが行われているケースがあるという実態がございまして、こういった

ことが女性の活躍に影響しているのではないかということで、見直しを進めているという

ことです。国家公務員の部分につきましては人事院さんが、民間の配偶者手当の問題につ

きましては厚生労働省さんが、それぞれ勉強会と検討会を設けておりまして、こちらの検

討を進めながら、見直しを進めていき、計画期間中のできるだけ早期に全体を見直してい

くということで、進められているというものでございます。 

 通称使用の関係ですけれども、その次の家族に関する法制というのがございます。民法

において、幾つかの論点の検討が進められております。ここに書いてございますように、

婚姻適齢の男女統一、選択的夫婦別氏制度の導入、女性の再婚禁止期間の見直し等の民法

改正等に関し、司法の判断も踏まえ、検討を進めるとなってございます。この司法の判断

というのは、昨年12月に最高裁で判決が出されました選択的夫婦別氏制度と再婚禁止期間

に関する司法の判断等を踏まえてということでございますけれども、再婚禁止期間に関し

ては、今、100日を超える部分についての民法改正が国会で審議されております。もう一つ、

選択的夫婦別氏制度に関しては、合憲とはされたものの、立法府で議論と言われておりま

すが、こういった中で、検討は引き続き進められるということではありますけれども、そ

ういった中でも、通称使用に係る課題の調査検討が必要ではないかということで、論点と

して出させていただいているものということでございます。 

 以上です。 

○佐藤会長 どうもありがとうございました。 
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 きょう、府省庁からの御説明はここまでなのですけれども、きょう、プレゼンしていた

だく委員の先生方がいて、皆さんの専門分野で基本計画の中にかかわる部分について、広

目にお話していただくということになっていると思いますが、この後、プレゼンの中とか、

あるいは議論の時間で御意見を伺えると思いますので、今の御説明についてとりあえず確

認とか質問だけ、まずここで伺って、御意見は後にやれればと思いますので、確認、質問

があれば伺うことにしたいと思うのですが、ここをもう少し説明してほしいとか、ここが

わからないということがあれば。いいですか。 

 そうしたら、きょう、プレゼンされる方はプレゼンでも御意見をいただき、きょうの各

省庁の説明に御意見があれば、その御意見も伺いたい。きょう、プレゼンするのではない

方は、議論の時間がありますので、そこで御意見を伺うということができますので、その

ようにさせていただければと思います。 

 それでは、もう少し続けさせていただきたいと思います。 

 今後、政府の取組に求める事項について、それぞれ御専門分野から10分程度お話しいた

だくというようにお願いしているようですので、まず、家本議員から御説明いただければ

と思います。 

○家本議員 家本でございます。どうぞよろしくお願いいたします。 

 簡単に、きょうは特にスライドを用意しているわけではございませんので、資料６－１

で私から御説明させていただきますが、その前に、少しだけ自分がどんなことをやってい

るのかということについて、お話をさせていただこうと思います。 

 15歳のときに会社を創業いたしまして、20年ほどインターネットの仕事をしております。

子供は４人おりまして、まさに子育ての真っ最中でございます。パートナーが保育士の資

格を取って、ただ、現状、なかなか大変なことは皆さん御承知のことだと思いますが、保

育士の試験問題を実際に見てみて、この勉強はなかなか大変だなと思いました。ぜひ試験

問題を御覧になられていない方がいらっしゃったら、さまざまな科目の試験問題の内容を

見ていただくと、大変深いものがあると思います。 

 私どもの会社が、片方はインターネットのインフラの仕事、片方はスポーツの仕事でし

て、インターネットのほうのクララオンラインという会社が、いまから10年ほど前からワ

ーク・ライフ・バランスに関しての取組を、まさに佐藤会長がワーク・ライフ・バランス

の取組についていろいろ先端的な御意見を出されているころからやってまいりました。 

 経営者が子育てのど真ん中でありましたので、みずからが子育てに直接かかわる時期が

あるということで、実感をしながら、むしろ制度とか仕組みは後という状況でした。 

 大企業はさまざまなワーク・ライフ・バランスに対する取組ができたりとか、人的な余

裕があったりとか、資金面に余裕があったりとかということが当然あるわけですけれども、

私どものようなベンチャーとか中小の企業においては、かわりの人がいないとか、あるい

は、当然、私どもの中でも時短勤務で働いている者もおりますけれども、それがとても珍

しいケースに見えてしまうという状況などを、この10年ぐらいの中で、自分たちで乗り越
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えながらやってきました。なので、きょう、資料には盛り込んでおりませんけれども、一

つぜひ、先ほどの経済産業省の方からの御説明にもあったような、男性の経営者としての

視点でもっとリーダーシップを発揮するというところも必要だと思いますし、もう一つは、

中小やベンチャーの企業の中にロールモデルをちゃんとつくっていくことの重要性は引き

続きあると思っていまして、これはほかの方からの御議論にあるかもしれませんけれども、

ぜひ盛り込んでいただけるポイントがあればいいなと思っております。 

 きょう、私が申し上げたい点は、それとはまったく別でございまして、先ほど伊藤課長

からお話があった、最後の第９分野の通称使用に関する点でございます。私は法学者等で

はございませんので、法律論に関する詳しい議論は少し私の中心のところからはあえて避

けさせていただいて、議論が大分煮詰まっている状況の中で、昨年の12月の２つの最高裁

の判決のうちの片方の、民法750条について争った件についてと、もう一つは、この３月の

女子差別撤廃委員会からの最終の意見に関してのところでの、同じく民法に関する意見が

あったというところで、時期的な背景がちょうどことしにおいてはあるだろうと思います。 

 まだ、そういう意味でいくと、判旨についての細かな学術的な御意見というのはそろっ

ている段階ではないので、これからいろいろな議論が進んでいくのだろうと思いますけれ

ども、資料にも書かせていただいたとおり、平成８年の法制審議会の答申、これは記憶し

ている限りで第２次のときも第３次のときも男女共同参画基本計画の策定の最後のところ

で、これは十分議論は煮詰まっているのではないかという趣旨の御発言が議員の方の中に

はあったと記憶をしております。 

 いずれにしても、今回、一つあえてこのタイミングで申し上げたかったのは、昨年の最

高裁の判決の中の多数意見の中に、これはどういう読み方、解き方をするかというのは難

しいところですけれども、現実、通称使用が一般化し得るところに今、あるのかというこ

とに対して、やや肌感覚と違うところがあるのではないかと思ってございます。この点に

ついては、議論の終着点が見出せない状況にややあると思っていまして、今回の最高裁の

判決の中でも、どちらかというと、それはここの議論としては、国会で論ぜられるべきと

ころ、そこで判断されるべきところだということであります。すると、そこにおいて、今

の段階において、これは平成８年の法制審議会の時期の話、第２次、第３次と来た基本計

画の話の中で、今、まさにこの時点において通称使用に関してどのような課題があるのか、

どのような社会的な認識があるのか。あるいは、当然、法務省の方も含めてどういう議論

が進行しているのかということについて、できるだけ早い段階できちんともう一度議論を

煮詰めないと、そのうち、またまたという話になりかねないと思っておるところでござい

ます。 

 ですので、ここは先ほど申し上げた昨年の12月の話、ことしの３月の最終意見の話、２

つを踏まえて、今年の2016の重点項目の中で、ぜひ、まず、ちゃんとここを確認する、調

査をするというところについて盛り込んでいただきたいと思っているところでございます。 

 時間の関係で早口で申しわけございません。ありがとうございます。 
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○佐藤会長 どうもありがとうございました。 

 続きまして、小山内委員からプレゼンをお願いいたします。 

○小山内委員 青森県男女共同参画センターの小山内と申します。 

 「女性活躍加速における男女共同参画センターの役割」としてお話をさせていただきた

いと思います。 

（PP） 

 まず、男女共同参画センターですが、全国に369施設ございます。 

（PP） 

 そして、どんな事業をやっているかといいますと、学習・研修事業、情報事業、相談事

業などがあり、女性の総合支援施設としてワンストップのサポートを行っております。 

（PP） 

 それでは、私どもの青森県男女共同参画センターですが、私どもも７つの機能を持ちな

がら、女性のエンパワーメントなどを図るための県の活動拠点施設として、市町村や地位

域住民の方々と一緒に取り組んでいます。 

（PP） 

 さて，第４次男女共同参画基本計画の中には、男女共同参画センターは、男女共同参画

に関する意識啓発や知識習得に加え、男女共同参画の視点から地域の課題を解決する実践

的活動の場と明記されておりまして、センター事業は、地域のニーズや現場の声を踏まえ

たものであると示されております。 

（PP） 

 それでは、ここでこのポジショニングマップを見ていただきたいのですが、縦軸に経済、

横軸に就労としまして、女性の現状についてちょっと落とし込んだものでございます。女

性の活躍というと、とかく一番右上の正規雇用、キャリア女性をイメージされている方も

多いのではないかと思いますが、女性が置かれている現状を見ますと、例えば左下のほう

にありますように、経済的に困窮している専業主婦であったり、親世帯に経済的余裕がな

い若年無業女性などさまざまな状況下に置かれている女性たちがいることがわかります。 

 このことから、女性の一人一人が直面する課題が違うということが言えると思います。

（PP） 

 次に、働く女性という観点から見ますと、女性の労働力率は非常に高まっているとはい

え、まず、光が当たりやすい正規職員ですが、こちらが４割に対して、光が当たりにくい

非正規労働者が６割近くいることがわかります。これらの非正規労働者の方々は、なかな

か研修等を受ける機会が少なく、キャリアアップすることが非常に難しい現状にあると思

います。 

（PP） 

 そして、地域という観点から見ていきたいと思います。 

 地域におけるジェンダーギャップが非常にあるというのが、この表からわかると思いま
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す。自治会長あるいはPTA会長、例えば農業委員とか、自主防災組織、役員に占める男女比

を見ますと、非常に格差があることがわかるかと思います。そして、これらのギャップを

縮めていくためには、地域の特徴を十分に踏まえた上で取り組んでいくことが求められて

いるのではないかと思います。 

（PP） 

 そのような状況下で、男女共同参画センターは、ジェンダー視点を踏まえた実践的なプ

ログラムを提供しながら、女性の活躍を図っております。 

（PP） 

 それで、事例を出しながら少し御紹介をしてみたいと思います。 

 まず、「防災」という地域課題の解決に向けた実践的活動です。 

 この事業は、私どものセンターでやっていた事業なのですが、東日本大震災におきまし

ては、皆様も御存じのとおり、避難所の運営や災害現場等の意思決定の場に、女性の参画

が十分に確保されていなかったために、男女のニーズの違いや男女双方の視点に配慮した

対策が不十分であったという教訓があります。それを受けて、避難所等における多様性配

慮や、災害時における女性リーダーの育成を目的として実施いたしました。 

（PP） 

 この写真は、昨年10月に被災地であります青森県三沢市で行いました避難所運営訓練の

ときの写真でございます。女性たちが中心となって実施したもので、女性たちの生き生き

とした表情が写真から読み取れるかと思います。 

（PP） 

 この事業は、安心・安全な場、互いを尊重する場の提供しながら、学び、気づき、考え、

実践、振り返るというプロセスを大切にしたプログラムとしたことによりまして、女性た

ちの自信、意欲、行動につながり、エンパワーメントにつながった事例と言えるかと思い

ます。 

（PP） 

 これは、その訓練の運営委員長を務めました、浪岡寿子さんが寄せてくれた感想でござ

います。この方は、平成26年からこの町会の役員に選出されました。しかし、女性が一人

であったということで、女性一人では何もできない複雑な思いをしながら、役員会に参加

していたといいます。そのようなもやもやを抱えている中、今回の避難所運営訓練の運営

委員に、町会長からの誘いもありまして、39人中女性が35人でした。そして、みんなで意

見を出し合って、充実感を持ちながら取り組みました。その中で「学び」「気づき」「知

る」ことができて、とても感謝しているということです。そして、訓練を通して、自分た

ちにもさまざまなことができるのだと感じた。そして、今は町内の役員に女性をふやし、

女性だけの委員会をつくって、地域防災を初め、町内会の活動等に積極的に参加し、活動

することで、盛り上げていこうと動き出したとおっしゃっています。 

 この避難所運営訓練という事業が、単なる防災訓練ではなくて、女性の参画による地域
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コミュニティーの再生につながったことがわかります。 

（PP） 

 ちょっとここははしょります。 

（PP） 

 地域で女性活躍の加速を図るためには、まだまだ実は地方とか田舎に行けば行くほど、

固定的な性別役割分担は非常に強いという現状があります。そういう中で、地域課題解決

型の実践的な取組を通して、草の根的に地域住民の意識を変えていくことが、日本にとっ

ては大事なのではないかと思っております。 

（PP） 

 もう一つの事例を紹介いたします。こちらは、横浜市の男女共同参画推進財団が取り組

んだ、女性の就労支援プログラムでございます。女性の就労支援を行っている機関という

のはたくさんあるかと思います。それでは、他の機関と男女センターの支援の仕方で何が

違うのかということをちょっとお話したいと思います。 

（PP） 

 男女センターの場合、キャリアアップ型講座のみならず、一人一人の課題に寄り添った

マインドアップ型講座を盛り込んでいます。例えば一時保育のところを見ていただければ

と思うのですが、自分の学習のために子供を預けることに罪悪感を抱いている母親という

のがまだまだおります。そういった方々に対して、不安や罪悪感を取り除くメッセージで

あったり、カウンセリングを行います。また、その下の受講生とのかかわりですが、本当

に受講生一人一人、多様な課題を抱えているわけですが、そういった方々の考え方や多様

性を尊重しながら、適度な距離感を持って伴走する姿勢で取り組んでいきます。 

 このようなセンターが持つ総合的な支援力プラス、ハローワークであったりとか、職業

訓練校等、そういった機関との連携、共同することで、より実践的な支援を行うことがで

きているかと思います。 

（PP） 

 このように、集団研修と個別対応の組み合わせプログラムにすることで、女性一人一人

に寄り添った支援がまずできているかと思います。 

 それから、受講生に対し、センターという拠点を持つ強みを生かして、生活状況に合わ

せた継続的なかかわりができています。 

 参加型プログラムを持ち込むことで、受講生のコミットメントを高め、受講生同士の相

互支援を可能にしています。 

 このように、女性の活躍に向け、ワンストップサポートが男女センターではできていま

すし、していかなければいけないのではないかと思っています。 

（PP） 

 今、御紹介しました２つの事例は、ともに男女共同参画の視点を持つ男女センターが、

地域の社会資源と連携、共同しながら取り組んだことで成果につながっていると思います。
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そして、こういった事業を展開するためには、やはり事業を行うための予算が必要であり、

地域の課題解決に向け、独自の取組をしていかなければいけないわけで、そのためには財

政的な支援が必要です。そういったこともあり、ぜひ使いやすい交付金などを今後ともふ

やしていただきたいと思います。 

（PP） 

 このように、男女センターが中心になって事業に取り組む場合と、もう一つの役割とし

て、ジェンダー主流化のためのバックアップというものがあるのではないかと思います。 

 青森県内でも、さまざまな機関が女性活躍推進に向けて取り組んでいます。しかし、そ

の取組の中に男女共同参画の視点がしっかりと取り込まれているかというと、なかなか難

しいところです。 

 この表は、私どもセンターが講師派遣などを通しまして、各機関がジェンダー主流化の

理解、推進に向け取り組めるよう、バックアップした事例でございます。農林水産の分野

とか、消防とか、あとは防衛省の方々にも御協力をさせていただきました。 

（PP） 

 この４月からスタートいたします女性活躍推進法は「手段」であると思っております。

そして、一概念です。ゴールはあくまでも男女共同参画の形成です。そのためには、この

推進法やポジティブアクションと男女平等が車の両輪となってゴールを目指すことが必要

ではないでしょうか。 

（PP） 

 繰り返しになりますが、女性活躍推進には、男女共同参画の視点を取り入れることが大

切です。そのためには、地域における男女共同参画の推進の重要な拠点である男女共同参

画センターが、企業やさまざまな組織と連携、つながり、それぞれの強みや機能を生かし

ながら、地域の実情に沿った女性の活躍を支援していく必要があるかと思います。そのた

めにも、ぜひ女性活躍の加速の取組の中に、男女共同参画センターをしっかりと位置づけ

ていただきたいと思います。 

 以上でございます。 

○佐藤会長 ありがとうございました。 

 続きまして、鈴木委員からプレゼンをお願いいたします。 

○鈴木委員 経済や政策などの調査を行っております、大和総研の鈴木と申します。 

 加藤大臣からお示しがあった検討項目の具体的素案とされた４点の中に「女性活躍の視

点に立った制度等の整備」とありまして、そこには「税制、社会保障制度等の見直し」が

掲げられました。このテーマは、議論を深めて方向性を見出す必要があるという意味で、

私も2016年の重点課題であると考えておりますので、現状の整理と若干の意見を申し上げ

たいと思います。 

（PP） 

 まず、私の資料の１ページ目。これは第４次計画での書きぶりですが、男女共同参画社
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会の実現に向けた基盤の整備という基本計画の政策領域の中で、制度整備は第９分野に記

述されました。ただし、実は、その中でも「税制、社会保障制度等の見直し」については、

最初に出てくるのが第１分野になっています。 

 第１分野というのは、「男性中心型労働慣行等の変革と女性の活躍」ということで、い

わば計画全体に横串を刺した内容になっていまして、いわゆる30％目標を記述した第２分

野よりも前に置かれた、今回の計画の目玉の一つだと私は理解しております。人々の生活

や経済活動に対して中立的でない制度は、社会経済情勢の変化に対応できていないという

ことにとどまらず、女性の活躍という視点でマイナスの影響をもたらしていると思います

し、さらには、男女の意識レベルにも望ましくない効果をもたらしている可能性があるだ

ろうと思います。基本計画で示された具体的内容は、先ほど伊藤調査課長から詳しく御説

明があったとおりです。 

 この基本計画で示された整理に対しては、ほかにも多くの意見があろうかと思いますが、

男女共同参画会議以外の場も含む各方面での幅広い議論の結果として大方の合意が得られ

ているという意味で、現実的なものだと思います。もはや議論を続けるのではなくて、こ

の内容でとにかく前進させるというスタンスが重要だろうと私は考えております。 

（PP） 

 ２ページ目は、閣議決定された政策の中で、私から見て重要だと思われる骨太の方針や

日本再興戦略における、ここ３年ぐらいの内容の推移を見たものです。これをみますと、

一つには、直近では「検討」にとどまらず「具体化」という言葉が入ってきていることが

わかります。もう一つには、制度の中立性を重視するということを少し超えて、世帯所得

が上昇するなど女性が働きやすい制度にするというふうに、やや踏み込んだ感じに今なっ

てきていることがわかります。 

 一番下に御参考として、自民党さんの政策方針を書いておいたのですが、保守をうたっ

ている自民党は、2012年から2013年の時点では、配偶者控除は維持する言っていたわけで

すが、今は中立的な税制と言っています。男女共同参画社会の実現を目指す立場からは、

このような大きな潮流を十分生かさないとしたら、後に歴史的な批判を受けるのではない

かとさえ思っているわけであります。 

（PP） 

 ３ページが、税制や社会保障制度に起因する理由で、いわゆる就労調整を行っていると

いう調査結果です。ここで、まず、踏まえておくべきことは、そうした調整を行っている

のは、パートタイム労働者の大体２割程度であって、配偶者控除や第３号被保険者制度が

諸悪の根源のような捉え方をするのは、それはそれで行き過ぎということです。図は用意

しておりませんが、第１号被保険者の所得の分布をみても年収100万円ぐらいのところに山

があります。 

 それから、就労調整が行われているということは、逆に言いますと、現行制度は配偶者

が追加的に働いたほうが一定所得までは世帯として税や保険料の負担が限界的にほぼゼロ



27 

 

だということでありますから、その限りにおいてはむしろ就労促進的だということです。

問題は制度の仕組み方ではないかと思います。 

（PP） 

 さらに、４ページを御覧いただきたいのですけれども、よく言われる103万円の壁という

のは、制度を十分に理解していないがゆえの誤解という面がかなりあるのではないかとい

うことです。103万円を超えても、配偶者の方、あるいは配偶者控除の適用を受けている納

税者の税負担が急増するわけではありません。税金を１円も払いたくないとか、限界税率

がゼロでないと嫌だという方がいるとすれば、そういう方に対してはどうにもならないの

ですが、制度の設計としては、1987年に配偶者特別控除が導入されたことで壁はなくなっ

ていると私は理解しています。 

 したがいまして、税制に関する理解をより一般に広げていく必要があると同時に、改革

を進めていくためには、配偶者控除とはいったい何なのか、どういう性格のものかという

ことを整理する必要があると思います。それが扶養控除の一種のようなものなのか、夫婦

の一方のアンペイドワークがあることでもう一方が所得を稼げているのだから配偶者控除

は不要と考えるのか、あるいは、アンペイドワークというのは経済実質的には立派な帰属

所得が発生していますので、そこに結果的に課税が行われないように控除を考えるべきな

のかなど、かなり奥深い問題だろうと思います。 

（PP） 

５ページですが、差し当たり、基本計画では、政府税調の論点整理を踏まえて、国民的議

論を行うと記述されました。５ページはその抜粋ですが、①の１つ目のポツにあるように、

若年層や低所得者層に目を配るということが一つ。もう一つは、税制だけではなくて、社

会保障制度や労働政策と一体的に考えないとうまくいかないということがポイントになっ

ています。総合的な検討が必要ということはずっと昔から言われてきたわけですが、今回、

本当にそれがなされていくかどうかということを、この専門調査会などでは注視していく

必要があるのではないかと思います。 

 ２つ目のポツと②の具体的な５つの選択肢については、６ページにお進みください。 

（PP） 

 左上が現行制度で、この基本形は1960年代に完成したものです。まさに高度成長、終身

雇用、年功賃金、正規雇用の世帯主の片働き世帯もしくはパート世帯というモデルに対応

したもので、第４次基本計画で変革が必要だと言っている男性中心型労働慣行のシステム

の一部を体現している仕組みだと思います。当然、単身世帯ですとか共働き世帯には不利

に働きますので、家族の形成ですとか働き方の選択に対して中立的でなくなっています。 

 ただ、どのように改めればよいかというのは簡単ではありません。どのように制度を変

えるとしても、今と比べれば増税になる方と減税になる方が出てきます。どんな人、どん

な世帯に配慮するのか配慮しないのか、何をもって中立的と考えるのかということが定ま

っているわけではないと思います。 
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 ６ページでは、スペースの関係でＡ－２が書いてありませんので、４つしか載せていま

せんが、５つ選択肢が2014年11月に示されています。今、ここでそれぞれのプロスコンス

を申し上げる時間はないわけでありますが、世帯類型間のイコールフッティングができる

ものできないもの、パート世帯が負担増になるものならないもの、就労調整の可能性を排

除できるもの、むしろ高めてしまうものなどさまざまです。税負担が個人で中立なのか世

帯で中立なのか、あるいは、結婚に対して中立なのか非中立なのか、さまざま論点があり

まして、まさに国民的な議論を加速化するべき時期にあるだろうと思います。 

（PP） 

 ７ページ。税制による103万円の壁はないと申し上げたわけですが、企業の配偶者手当の

支給基準という壁はあります。先ほど伊藤課長からも御説明があったように、税の配偶者

控除で手当てを支給するかどうか決めている企業が結構あるわけですね。ですので、そこ

をどうしていけばいいのか。一番下に書きましたように、政府が開催してきた政労使会議

でも、一応アジェンダ化はされています。基本計画では、労使に対してそのあり方の検討

を促すことが重要とされたわけですけれども、個々の企業の人事政策にかかわることです

ので、具体的にどうすればいいのか知恵を絞る必要があるように思います。 

（PP） 

 ８ページですが、私は130万円の壁がまさに大問題だと思っています。これを御覧いただ

ければ、横軸の130万円を超えると世帯の手取りが大きく減るということ、それをリカバー

するには150万円近くまで追加的に就労しなければならないということが一目瞭然です。 

 これは、配偶者の年収が増えると年金の３号被保険者あるいは健康保険の被扶養者でい

られなくなるためですが、私の計算によれば、129万円に上乗せされる１万円に対する限界

的な税・保険料の負担率は1,684％です。しかも、150万円ぐらいまで働いて逆転が解消さ

れるとは言っても、そこまでの負担は極めて重い。仮に170万円まで稼いだとしても、129

万円に上乗せされる41万円に対する負担率は70％程度でありまして、これほど限界的な負

担率が高ければ非常に就労抑制的です。年収200万円を超える世界になって、ようやく常識

的な負担率になります。つまり、この問題は、役員や管理職になる女性をふやすという課

題とは少し違っていて、女性雇用の底上げの環境整備の一つだということだと思います。 

 パート、非正規労働ではなくて、フルタイム、正規労働を増やせというのはそのとおり

ですが、現在、無収入の方やパート労働されている方がいきなり明日からフルタイム正規

雇用というわけには当然いきませんので、まずは女性労働の現状に照らして、130万円の壁

のような就労抑制要因を取り除くことが第一歩だと思います。 

（PP） 

 ９ページ、働かないほうが有利になるような仕組みを除去する処方箋とされているのが、

短時間労働者の被用者保険への適用拡大です。適用拡大の対象者の規模や実施時期につい

て、いろいろな検討経緯がありましたけれども、2012年の社会保障・税一体改革で、まず、

25万人、うち３号被保険者10万人について、２号被保険者にするということが10月から始
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まります。今度は106万円が壁にならないかということに注意が必要ですが、130万円の壁

にとにかく穴があいたということは事実です。 

（PP） 

 10ページですけれども、被用者保険への適用拡大そのものの目的は、被用者でありなが

ら被用者保険の恩恵を受けられない非正規労働者にセーフティネット機能を強化するとい

うことでありまして、これも先ほど御説明があったように、今後、これの適用拡大を図っ

ていくという方針になっています。10ページの①は、いわゆる年金機能強化法です。施行

後３年以内に見直すということになっています。②は社会保障制度改革プログラム法で、

適用拡大について検討するということがより明確化されています。 

 ③は、昨年末に決まった「経済・財政再生アクション・プログラム」で、経済成長と財

政健全化を両立させる80の具体的な改革の工程表を詳細に決めたものです。その中で、適

用範囲の拡大についてより具体的に、可及的速やかに法案提出を含めた措置をことしの夏

ごろまでに講じるといったことが、政府内での合意として記述されています。私の理解で

は、本格的な適用拡大の検討に先立って、人手不足と言われている中、中小企業について

も労働力を積極的に生かしたいと頑張る企業であれば、適用拡大をするという方向性だと

思います。 

（PP） 

 最後に、そもそも私が女性活躍を進めるべきと考えておりますのは、決して労働力不足

ゆえではありません。経済活動というのは、エネルギーが典型ですが、減って希少になる

ものをうまく使おうとするメカニズムが必ず働きますので、人が減れば生産性を上げると

いうドライブがかかるはずだと思っています。 

 ただ、生産性をどれぐらい上げられるかを考えますと、ステレオタイプの労働者だけで

は絶望的でありまして、だからこそダイバーシティが必要になっている。それも、無理や

り多様化したのでは意味がなくて、もっと働きたい、もっと活躍したいという方が現実に

はまだまだ多いわけですので、そういう希望に沿って働ける、あるいは生活ができるとい

う改革を進めることが、社会や経済を大きく変えると考えています。 

 先ほどの経産省さんの資料で、なでしこ銘柄と株価のパフォーマンスの図がありました

けれども、少しずついろいろな実証分析や好事例が出てきておりますが、女性活躍を初め

とする多様化が企業や経済のパフォーマンスを向上させているという証拠をもっと蓄積し

て、共有することが急がれます。そういう意味では、いよいよ始まる女性活躍推進法によ

る取組には大きな期待があると思います。 

 以上のような文脈で、私は制度改革の検討と、実際の改革の実行を急ぐべきではないか

と思います。これまでの制度は、130万円の壁という問題を引き起こしているということに

とどまるものではなく、意図しているか、意図していないかを問わず、女性のライフコー

スやライフスタイルの選択肢を狭めてきた、あるいは、男女の意識を規定し、現在の社会

構造をもたらした重要な一因ではないかと考えています。制度の問題を、就労抑制的だか
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ら問題だというふうに狭く捉えない方がよい。どれぐらい労働供給を抑制しているかとい

うのは、すぐれて実証的な問題ですので、制度整備単独に大きな成果を期待することを避

けつつ取り組む必要があると思います。 

 もっとも、当面は、一番下に書きましたけれども、適用拡大に注視したいと思います。

２号被保険者がふえますと、企業の保険料負担がふえますので、仮に労働需要が減ってし

まうということになりますと、適用拡大の意義は大きく減殺されてします。 

 それから、個人の側も、３号から２号になると、年金保険料と医療保険料で負担が相当

ふえます。将来の年金がふえるということはあるわけですが、目の前の負担を嫌って、む

しろ106万円に就労を抑制してしまうかもしれない。それから、企業側から考えても、適用

拡大される短時間労働者の方が多い企業の医療保険では、平均賃金が下がりますので、保

険料率が大幅に上がるケースがあり得ます。逆に、被扶養者の方が抜ける医療保険では、

財政がよくなるということになるなど、実はさまざまな影響が出てまいります。そういっ

た状況を見きわめつつ、改革の検討と実行を加速化させることが、16年度の課題であろう

と思います。 

 以上でございます。 

○佐藤会長 どうもありがとうございました。 

 きょうは３時間ということで、まだプレゼンをお願いしている方がいらっしゃいますが、

途中で休憩が必要だと思いますので、７分ほどですけれども、45分にスタートで休憩にし

たいと思いますので、よろしくお願いします。 

 

（休  憩） 

 

○佐藤会長 それでは、次は種部委員ですので、準備していただいたら始めましょう。 

 では、始めていただければ。 

○種部委員 私、第４次基本計画の策定委員のところから携わらせていただきまして、主

に第６の女性の健康分野と第７分野の女性に対する暴力の分野とかかわらせていただきま

した。 

 時間が10分と短いのですが、スライドを13枚つくってしまったので、13分ぐらいいただ

くとありがたいです。 

 暴力分野のほうは辻村先生に多分たくさん話していただけると思うので、そちらは省き

まして、ほかにいらっしゃらない、女性の健康分野で13分間いただきたいと思っています。 

 私は、女性の活躍は女性の健康ありきだと思っていまして、女性が気持ちの面で就労継

続が折れる、あるいは体の面で折れるということは非常にもったいないことだと思ってい

ます。そういう面で、活躍ばかりではなくて、女性一人一人の健康あってのものだと思っ

ています。 

（PP） 
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 数年前に、大変大きな衝撃が走りまして、卵子の老化というのがメディアで取り上げら

れるようになりました。卵子が老化したのは最近の話ではありませんで、昔からです。女

性の体は何世紀も変わっているわけではありませんで、ただ、メディアの影響がありまし

て、働く女性の間で大変な衝撃になりました。 

 これは、16～19世紀ぐらいの、避妊もなければ不妊治療もなかった時代の人口動態から

見た解析の論文からの引用です。これを見ますと、明らかですけれども、35歳を過ぎます

と妊孕性が下がってきます。横軸が結婚した年齢、縦軸が最低１人以上の子供を持てた確

率です。これを見ますと、35歳を過ぎますと減っていまして、40歳を過ぎますと子供は持

てない確率がふえます。 

 右側の表のほうは、裏返しのデータでして、例えば40～44歳を取り上げますと、生涯子

供を持てない確率が63.6％になります。 

 本当にこれは年々下がっていくわけですが、これはきっと古い時代だから、栄養状態も

悪いから、昔のほうが悪かったに違いないと、皆さん、お思いになると思いますが、逆で

す。現代の女性のほうがこのリスクはもっと高いと考えています。 

（PP） 

 その理由がこれでして、女性の生き方が変わりましたので、疾患の構造が変わりました。

昔の女性は16歳で初経を迎えて、閉経するまでの間、明治、江戸の時代を見ましても、大

体生涯に子供を五、六人生んでいます。そうしますと、月経がある期間というのは、上の

ピンクのところですけれども、全部足しましても大体50～100回ぐらいです。 

 現代の女性は、初経年齢が12歳に下がりました。そして、初産年齢が30歳を超えていま

す。そうしますと、月経が初産までの間に18年間あります。そして、生涯１人か２人しか

産まない。その後、閉経まで、計算いたしますと、月経回数は生涯で450回にふえました。

そして、初産までの間に18年間もずっと月経があります。 

 となりますと、出産を考えるまでの間に、子宮内膜症という病気にかかるリスクがふえ

ました。初産までの間にこの病気ができますと、妊娠しづらいです。実際、不妊で治療を

受けている方の６割が子宮内膜症を持っています。ということで、妊孕性に大変大きな与

える疾患が昔に比べてふえています。10人に１人はいると言われております。 

 それから、乳がんがふえまして、これは若年で発症する方が日本人は多うございますの

で、若年で発症しますと、この治療のために５年間妊娠はお預けということになります。

生みたいときには生めないということで、キャリアとどちらを先にするかということに非

常に女性たちは悩んでおります。 

（PP） 

 先日もある世界的大企業に健康教育に行きましたところ、やはり社員一人一人がすごく

悩んでいます。このうちの１年単位でどこで生むのか、どこでキャリアを続けていけるの

か、その後には、保活という保育所問題がありまして、妊活もあります。これのことで頭

がいっぱいになっていて、そんなことを考えていると、キャリアのデザインを描くときに
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なかなか思い切っていけないというのがあります。 

 ちょうど、生物学的には、キャリア形成が非常に大切な20代から30代前半というのは妊

孕性が一番高い時期です。ですが、ここに子宮内膜症がありますと、さらに妊孕性が早く

低下いたします。そうすると、さらに範囲としては狭まるわけですね。この中で、別に生

まなければいけないこともないのですけれども、生みたいと考えている人たちがどちらを

とるかということで、必ず葛藤が起きます。 

 生むのが先という方たちに対しては、先にお生みになった方には子育て支援、両立支援、

とにかくどの企業も今、一生懸命やっています。こちらのほうはとても目立つのです。こ

ういう方たちはとてもケアもされている。あとはキャリア継続するところということで、

きょうの審議の中でもそれが多かったかと思うのです。 

 そうではない方たち、キャリアが先という方たちがいらっしゃいます。こちらは産みた

いだけ産もうと思っても、産めない可能性があります。そして、年齢が高くなりますと、

不妊治療をしないと妊娠しなくなる。となりますと、例えば会社を休んで妊活に行くとい

うことは難しいです。妊娠いたしますと、健診を受けるためのお休みをとることができる

制度がございます。母子保健というのがありまして、そちらで手厚くカバーされています

が、不妊治療を受けるために会社を休むということは、相当ダイバーシティが進んで、男

性もどんどん休むことができるようになっていない限り、不妊治療で休むなどと会社の中

で言いにくいわけですね。 

 となりますと、会社の中で、生むのが先という人たちを、周りの職員がみんな同じ労働

をしながら支えていかなければいけない。それから、不妊治療をしたいと思っている人は、

なぜ自分が子育てをしている人の応援をしなければいけないかということで、この２つの

グループの間に限りなく深い溝ができます。どこの職場でもワーク・ライフ・バランスを

推進しようと思ってもできない壁がここにあると思っていまして、こういう状況にあると

いうことを一番知っていただきたいのはイクボスの方たちですね。管理職の方たち、男性

に知っていただきたいと思っています。当事者の女性は本当にこれで悩んでいると思うの

です。 

（PP） 

 では、不妊治療をすれば絶対妊娠するかというと、そういうわけではございません。体

外受精胚移植は大変な治療です。お金もかかりますが、通院も大変エネルギーがかかりま

す。 

 これは日本産科婦人科学会が全例報告を行っているデータですけれども、緑のラインだ

け見ていただければいいのですが、ある年代を境に全然治療しても妊娠しなくなってくる

のです。大体37歳を過ぎると厳しいです。40歳を過ぎてから治療しますと、大変なエネル

ギーを費やしてもわずか数パーセントです。そうなりますと、やはり早く治療しなければ

いけないということになりますが、これも休んで治療に行くのは結構厳しいものです。 

（PP） 
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 数字がひとり歩きしてもらうと困るのですが、昨年、オランダから衝撃的なペーパーが

出ました。オランダといいますのは、日本と同じように体外受精の技術も非常に高くて、

非常に医療レベルもいい国です。この国で、大規模なコホートをやりまして、推計をした

データがあります。どういうデータかといいますと、希望の子供をどのぐらいの確率で欲

しいかによって、何歳から生み始めなければいけないかというデータです。 

 上の３段は、体外受精をしないで自然妊娠を望んだ場合に、例えば赤いラインで示した

90％、90％以上の確率で２人子供が欲しい場合、体外受精をしない場合は27歳から生み始

めないと90％以上実現できないことを示します。 

 下の３つの段は、体外受精をしてもいい場合です。何が何でも１人以上子供が欲しいと

思えば、35歳がスタートの年齢です。ですが、今、ほとんど不妊治療をやっていらっしゃ

る方は平均37～38歳、あるいは40歳以上が多うございます。日本に当てはめられるかどう

かちょっと疑問もございますけれども、こういうことというのは当事者である女性も知っ

ておく必要があるのですが、これに関する健康教育はありません。ですから、会社の中で

キャリアプランを考えるときには、健康ということを中に含めてアドバイスをする必要が

あるかと思っています。 

（PP） 

 妊娠、出産の話ばかり申し上げたのですけれども、それだけではなくて、妊娠、出産に

かかわらず、女性は健康でないと活躍できません。女性というのは男性との大きな違いは、

女性ホルモンというのが更年期の前、50歳までの間の生涯の分全部使い果たすことです。

女性ホルモンというのはある種の潤滑剤みたいなものですが、更年期を過ぎると潤滑剤の

ない40年間が待っています。これが女性の健康に大きな問題を与えています。 

 例えば女性ホルモンのレベルの高いとき、月経というのがございます。これはいいこと

ばかりではなくて、後でもちょっと述べますけれども、月経があると、女性のパフォーマ

ンスをすごく落とすことがありまして、例えば子宮内膜症があったり、月経痛があったり

しますと、女性の医療のオーバーユースと労働損失が年間１兆円です。これは試算がされ

ていまして、東京大学の立派なデータがあります。それ以外のパフォーマンスについては

ちょっと計算がないですけれども、月経があるだけでこれだけ労働損失があります。 

 そして、子宮内膜症、子宮筋腫という、これはホルモンの影響でできてくるものですが、

閉経した後もホルモンの影響でできる病気というのがございます。 

 そして、女性というのは社会的要因のインパクトもすごく大きくて、妊娠・出産、これ

は女性が自分で決めて産める状況にはありません。社会の環境の影響が大きく、保活をや

っていないといけないなど、生みたい時期を自分で決めることはできていません。 

 それから、社会的な影響を受けて、若い世代、10代、20代がダイエットをしますと、骨

形成ができませんで、将来的な介護のニーズがすごく増すということがわかっています。

喫煙とかアディクション、依存症などは女性のほうが多いですし、DVによる労働損失は、

推察することもできませんが、物すごく大きいはずです。先ほどの130万円の壁もありまし
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たが、DVを受けていると就労を奪われる可能性があるわけです。どれだけの損失があるだ

ろうと思います。 

 今度はいよいよ更年期を迎えますと、これもまたパフォーマンスが下がりますし、人生

の後半には潤滑剤がないものですから、介護の要因となるような骨粗鬆症とか、動脈硬化、

認知機能の低下、こういうものが起きてきます。 

 青いところ、後半のこういうものは男性については60歳以降で、今、ちょうど団塊の世

代が2025年に75歳以上の高齢者になりますけれども、そこまでに向けて今、対策が必要だ

と思うのですが、女性はそこからやっても全く効果が得られません。女性は更年期を境に

一気にこの病気が始まりますので、50歳ぐらい、ちょうどまだ活躍している最中で、この

時期に健康に対しての投資をしないと、後の介護のニーズが物すごく大きいということが

わかっています。 

（PP） 

 これは前半のまとめですけれども、パフォーマンスを落とすいろいろな障害が、活躍し

ている世代で起こるというのは、女性だけの問題です。男性にはありません。男性が男性

ホルモンの影響で起きてくる病気になるのはもっと年齢が高いところなのです。活躍して

いる世代で健康を全く無視した状態で活躍だけ求めていると、後からつけが回ってきます。

特にそれは高齢者になってからの医療の問題です。医療費、介護にかかるエネルギーの問

題があります。 

（PP） 

 では、これに対応して、女性のヘルスケアという意味で、何かやっているかというと、

日本には、先ほど申しましたが、母子保健とがん検診しかありません。そのがん検診はど

うかといいますと、先ほど語られなかった130万円の壁がこの中にもあります。がん検診の

仕組みは３つあります。１つは、公費のがん検診、これははがきで自治体から対象者に通

知が来ますから、あなたは子宮がん検診の対象ですということが自動的にわかるのです。

この対象者は誰かといいますと、国保の被保険者と扶養家族です。すなわち130万円未満の

方たちと、あるいは国保ですから、自営業の方たちです。この方たちしか自動的な通知は

来ないということになります。 

 多くの働く女性は職域の検診を受けることになっていますが、これは保険者のほうがや

ろうと言わない限りは提供されません。しなくても罰則はありません。しなくても受診の

勧奨もありませんから、対象だということを知る機会もないです。となりますと、こうい

う方たちは、妊娠を考えて初めて病院にいらっしゃったときに、子宮がんであることがわ

かったりします。子宮を失う人が年間7,000人ぐらい、命を落とす人が年間3,000人です。

大変な損失で、治療のオーバーユースが大きいと思うのですが、この国は検診率が非常に

低い国です。特に20代の検診率は５～20％の間です。 

 ということを考えますと、130万円の壁を取り払って、その後、がん検診の通知も来なく

なるということがないように、セットで考えていただきたいと思います。保険者のほうの
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問題だとは思うのですけれども、130万円を越えたら、がん検診の券も来なくなるようだっ

たらみんな困ると思うのです。それが来なくなっても気づかないかもしれませんが、そこ

ら辺の改善も必要だと思っています。 

（PP） 

 月経周期によって、女性のパフォーマンスは非常にかわります。例えば月経が始まって、

真ん中で排卵というのがあるのですが、排卵が起きてから次の月経までの間というのは、

女性の労働の効率が非常に悪くなります。そして、月経中も、先ほど申し上げたように月

経痛などの症状がございますと、労働損失１兆円ですね。月経前の分も入れますともっと

大きいのではないかと思うのですが、そうなりますと、活躍したくても調子のいい時期は、

真ん中の何もないところ、わずか10日ほどということになります。 

 例えばオリンピック選手、女性のアスリートに対しては、パフォーマンスのよかった時

期を分析して、一番成績のよかった時期に月経周期をずらすということを昨年ぐらいから

介入を始めました。先進国、ほかの国ではとっくの昔にこれをやっています。競技成績に

かかわることですので、オリンピックを目指して昨年ぐらいからやっと取り組み始めまし

たが、これはアスリートに限ったことではないと思うのです。活躍する女性全てに対して

のヘルスケアとして必要なことだと思います。が、こういう相談の窓口、受け皿すらない

というのが現状です。これを知らない人も多いです。 

（PP） 

 そして、もう一つの問題が更年期です。更年期になりますと、パフォーマンスが非常に

下がります。早い時期には更年期障害で思考力が下がって、パフォーマンスが落ちるとい

うのがあるのですが、ここでヘルスケアをやらないと、後から介護の要因になる、おくれ

てあらわれる健康問題が起きてきます。これに対して、介入しなければいけないのは、更

年期の世代からなのですが、この世代、社会では活躍を求められていて、家庭に帰ればお

うちの方全員の健康管理をし、自分は一番最後に後回しという人たちが多いので、最終的

な介護のニーズをふやしているこの潜在的なグループに対しての介入が必要かと思ってい

ます。 

（PP） 

 第６分野では、健康寿命を平成32までに１年延ばすという目標数値が立っているのです

が、それはなかなか厳しいことだと思っています。平均寿命はどんどん延びているのです

けれども、健康寿命を延ばすのは、予防に尽きることだと思うのですが、なかなか手がな

いです。 

（PP） 

 女性のほうが明らかに介護ニーズが大きいということを考えますと、キャリアだけでな

くて健康向上をパッケージでやっていかないと、最終的には社会保障費をふやすことにな

るということ大変危惧しています。 

 ここにまとめましたが、活躍推進法の行動計画の中で、健康の取組を位置づける、それ
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を見える化するということをぜひ入れていただきたいと考えています。 

 16分になってしまいました。済みません。 

○佐藤会長 ありがとうございました。 

 いろいろ議論したいことがあるかと思いますけれども、あとお二方お願いしたいと思い

ます。 

 それでは、辻村議員、お願いします。 

○辻村議員 それでは、お手元の資料６－５を御覧いただきたいと思います。「女性に対

する暴力の根絶について」という資料でございます。 

 ３枚組になっておりますが、最初の２ページは３月15日の男女共同参画会議に提出いた

しましたものです。したがいまして、これはそこに参加された皆様に対してどういう問題

があるか、あるいはどういう課題があるかということを知っていただくということを主と

した目的としてつくっております。 

 ３枚目の３月23日、専門調査会での議論を踏まえた意見・要望等というペーパーがござ

いますが、これが一昨日行いました専門調査会で皆さんから、本日私が代表してお話すべ

きことは何かということで、いろいろ意見を出していただいたものを列挙してございます。

それをまとめまして、簡潔にまず、私、辻村の意見として１つ、２つ申し上げたいと思い

ます。 

 １つは、重点方針2016の検討方針の中で、今、種部委員が行ってくださったようなリプ

ロダクティブ・ヘルスの問題というのは、丸ポツにも入っていないし、どこにも入ってい

ないわけですね。ですから、ここに資料３－１に書いていないことはやらないという前提

だと、今のような重要な問題は入ってこないですね。 

 暴力は１行書いてあるのですが性犯罪しかないですね。ですけれども、ここに書きまし

たように９つの四角に入れてあるのですが、ストーカーやら、DVやら、売買春、人身取引、

セクハラ、いっぱいあるのです。ですから、その中で、重点を定めていく際に、全部含め

るわけではないけれども、やはり一般的には、取り上げなかったら重要ではないと思って

いることになるのです。ですから、やはり大事なことだということの認識は示さなければ

いけないというのが、まず１点ですね。ですから、はっきり申し上げて、女性に対する暴

力への対応と丸ポツ１つで１行書いてあるのでは狭過ぎるということです。ですから、も

う少し書き込まなければいけない。 

 それから、書き込み方なのですが、これは、女性の活躍推進政策ということもあるでし

ょうが、女性の活躍加速ということで、管理職を増やすことや、全体のレベルを上げてい

こうということは非常によくわかるのですけれども、それに対してリプロとか健康だとか、

暴力とか、困難とか、貧困とかが、どういう位置づけにあるのか、ということですね。何

か経済を上げていくために効率の悪い少数の困難者がいて、あるいは暴力の問題、ネガテ

ィブな問題が残っているので、これに対して被害者、犠牲者に対して何とかしましょうと

いう発想のような書きぶりになっては困るということなのです。 
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 これは、私の言葉で言えば、３月17日の警察庁の発表では、DVが６万件、ストーカー被

害２万件、先ほどの強姦でも暗数のことがありますから、数万件とかあると考えれば、こ

んな十万も暴力被害があるよう社会で活躍を論じる資格はないという話でしょう。ですか

ら、それをまさに支えるというか、土台なのです。少数の問題という位置づけは許されな

いでしょう。そうではなくて、活躍を論じる、日本社会の経済を上げていくまさに土台、

基礎の部分、人権の問題ですね。これは女性だけではないですけれども、そういう問題と

して位置づけた上で、具体的な政策を論じていなければいけない。そういう書きぶりにな

るように、ぜひ御検討をいただきたいと思います。 

 内容ですけれども、これもいま簡単に申し上げましたけれども、第７分野の範囲は非常

に広いわけですね。この中で、性犯罪だけを取り上げるということは、非常に狭いのでは

ないかという見方がどうしても出てきます。これは、第７分野の文言をつくるときでも、

ずっと地方に公聴会に行きましても、皆様から言われたことです。性犯罪というのは、警

察庁の方が言われたように、刑法の177条の強姦罪を中心として強制わいせつとか、準強姦

とか、そういった狭い意味での暴力を指すわけですね。ですから、ワンストップセンター

のことは非常に重要だと思いますけれども、広い意味での性暴力というのでしょうか、セ

クハラやDVやストーカー、リベンジポルノの問題、ポルノも含めて、そういった問題が国

民にとっては重要な社会問題です。 この点の解決なくしては、管理職に出世したけれど

も、うちに帰ったら夫になぐられているという社会では困るわけでしょう。ですから、そ

こは根底的なものですので、その見方が誤解のないようにということです。 

 さて、裏側に成果目標が出ております。これは、４つだけ特徴的なものを上げたわけで、

妥当性についてはいろいろ議論があるところだと思いますけれども、一つわかりやすい例

として、ワンストップ支援センターの設置数を、今、25しかないけれども、最低限各都道

府県に１カ所にしましょうというのが出ています。これは、非常にわかりやすいので、参

画会議に出させていただきました。今、ある25カ所を書いただけではわからない、今、な

いところはどことしましたら、ないところはすごく地域性が偏っていて、四国４県全部な

いとか、九州や東北、北陸ではないところが多いというのがわかるわけです。そうすると、

ないところにどうやってつくるのかということは、結構大変な問題でしょう。政令指定都

市とか大都市を抱えているところはノウハウもあるのですけれども、それがありませんか

ら、一昨日の暴力調査会でも、ないところの調査をすべきで、何でないのか。それに対し

てどうしたらできるのか、を明らかにすべきという意見がでておりました。 

 これはやはり財政的な支援というものがないと、ノウハウだけを教えて、これと同じよ

うにやりなさいというだけでは、はいそうですかとできるものではない。病院と警察と弁

護士会と民間団体が連携するためのマニュアルを差し出しても、では、誰がどうやって動

くのかわからないというところが多分ありますから、そのように地に足がついた取組を続

けていかなければいけないということです。 

 少し飛ばしまして、今回、検討方針に書かれたのはこのワンストップセンターと性犯罪
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の罰則のあり方、これは法制審議会答申が得られた場合には法改正、これは当然のことで

ございまして、新法ではありますけれども、それだけではないということです。やはり幅

広くいろいろな問題があるということをしっかり重点項目として書かないといけないだろ

うと思います。 

 先ほど警察庁のほうで資料を出してくださいましたので、これについて一昨日の調査会

でどういう意見が出たかを申し上げます。これは減っているのです。例えば強姦の認知件

数も、強制わいせつも数は減っております。しかしこれをみて、よかった、強姦事件が減

ったんだ、日本の社会はよくなったと思う人は、多分一人もいないですね。この暗数、被

害届が出た段階で認知ですから、被害届を出さない人がどのぐらいいるのかということで、

法務省の法務総合研究所の第３回の計算だと、ここの認知件数は全体の13.3％、そうする

と、この７倍も実数があるのだと。そうすると、その実数の調査こそしないとだめですね。

これは警察庁にお願いするのはないものねだりですから、法務省であるとか、内閣府であ

るとか、いろいろなところで調査しないといけないのですけれども、これがないと、この

表だけを見て安全になりましたねと、日本はよかったですねということにはならないです

ね。ですから、そのデータのとり方こそが、ジェンダー統計という言葉でよく言われるの

ですけれども、まだそれが何も進展していないのではないかという感じがあります。 

 一昨日も、法務省の方に、犯罪白書のことをお尋ねしたのですけれども、刑法犯しか書

いていないので、リベンジポルノとか、ストーカーとか、全然書いてありませんねという

話をしました。犯罪白書にもまだ載ってこない問題がいっぱいあるわけですね。そういう

問題について、むしろ社会は関心があって重要な問題だと思っているわけですから、そこ

を取り込んでいかないと、重点項目というのはインパクトが弱くなるというか、そういう

対外的なことだけではなくて、本当に本質がわかっていないなという、表面的なきれいご

とだなという印象を与えてしまうと思いますので、そこを頑張っていかなければいけない

かなと思います。 

 時間ですので、このぐらいで終わりにしておきます。また機会がありましたら、追加さ

せていただきます。 

○佐藤会長 重点方針をどのように書くかはまた後で議論したいと思いますけれども、こ

こにあるもの以外は書かないという意味ではなくて、それは後で少しお話したいと思いま

す。 

 それでは、最後になりましたけれども、横田委員、お願いします。 

○横田委員 本当に男女共同参画はテーマが幅広いですね。済みません、がらりと話が変

わって、これから女性起業家支援の話をさせていただければと思います。 

 私、女性経営者約1,900名ほどの支援を行っております、女性社長.netというサイトを運

営しております、横田響子と申します。本日は、女性起業家支援の話をさせていただきま

す。 

 先ほど経済産業省さんのほうから、女性起業家支援ということのお話をいただきました



39 

 

し、随分起業家支援の話が出てきてくれるようになったなと。一方で、３－１の参考資料

の中では、女性経営者は農業分野だけです。広義の意味で、多様な働き方の一つの中に女

性起業家支援が入っているのだろうとポジティブに捉えております。 

 とはいえ、女性起業家支援の策で、ちょっと残念に思う点が幾つかありますので、最初

にお話しさせてください。 

 まず、１つ目が、創業時の支援はかなりふえてきましたが、やはり事業を継続していく

支援が手薄であると考えております。それが経済産業省さんの新しい施策はそのサポート

に一つになり得るとは思っていますが、現状は簡単に言うと、女性に子供を生め生めと言

っているけれども、保育所を用意していないという状況に、女性起業家の起業促進だけに

注力をするのは似ているので、非常に無責任だと感じております。 

 ２つ目は、諸外国を見ていると、起業家支援の施策検討に結構起業家が絡んでいるケー

スが多くて、例えばアメリカのSMEの女性起業家の発注促進プログラムのトップなどは、NPO

の女性起業家が任用されていたりもします。 

 ３つ目、これは後ほどお話ししていきますが大手企業を中心とした女性活躍支援という

お話が多々ありますが、起業家支援と大手企業の女性活躍とは全く別の土俵で議論されて

いるケースが多いことです。私は実はリンクしている点が非常に多いということを本日お

話をさせていただきます。 

（PP） 

 まず簡単に自己紹介させていただきます。 

 私は、大組織の会社員経験と小規模ビジネスの経営経験、双方経験しております。新卒

でリクルートに入社して、６年間人材部門で営業や、役員直下で事業計画の立案をしてき

ました。 

 28歳で独立をし、現在、約10年、女性起業家の事業継続をずっとサポートしております。

我々が運営する女性社長.netでは、４割が子育て中、20代から40代の女性社長たちがおり

ます。創業時より、周囲から女性社長支援しているよという話をすると、女性経営起業家

っておままごとでしょう、趣味だよねと言われるケースが非常に多くて、一方で、女性起

業家も多様化しておりまして、これまで5,000名強、私、お目にかかっておりますが、非常

に可能性のある存在だと感じておりますので、その可能性について３つお話しさせてくだ

さい。 

（PP） 

 まず、１つ目は、150万人の雇用創出に貢献できる可能性があると勝手に思っております。

女性社長は男性の経営者に比べて女性を雇用するというデータがございます。現在、日本

の女性起業家は約26万人、個人事業主も含めると約140万人の方がいらっしゃいます。経営

者の男女比でいうと、10人の男性経営者に対して女性経営者は１人となっています。アメ

リカは３名の男性経営者に対して女性経営者が１人だそうです。私は、日本でもアメリカ

同様の増加をしていくと、平均５名の雇用で、今の150万人の雇用を生む存在になると考え
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ております。 

 ２つ目、新しい働き方のモデル提示をしていける存在だと感じております。子育てをし

ながら経営をしている女性起業家は本当に忙しいので、我々のコミュニティーではオンラ

イン会議システムを使いながら、情報の交換会などもしています。なので、東京に集まら

ずとも北海道、いろいろなところの女性起業家で、ウエブ会議で飲み会などもやったりす

ることもあるのですけれども、女性経営者は移動時間などもなしでいろいろな相談ができ

たりすると、本当にありがたいです。テレワークの有効活用など、ITツールは必需品にな

ってきていますので、地方も含めてIT活用を推進していくようなセットの施策があると非

常にありがたいと思います。 

 ３つ目は、特に女性社長.netで注力している点なのですけれども、女性社長の個性的な

アイデアが大手や老舗企業の新事業や新サービスに実は貢献し始めている、一緒にやり始

めているという点でございます。 

（PP） 

 実は、2012年度より、内閣府の男女共同参画推進連携会議のイベント共催事業枠で、内

閣府さんと共催をさせていただいているのですけれども、大手企業と女性起業家のマッチ

ングイベントをこれまで３回実施しました。 

（PP） 

 これまで35社の大手企業さんが、女性起業家に対して課題を提示し、約180の提案が女性

社長たちよりなされています。、３分のプレゼンに対し、企業は、この人の提案をもっと

一緒に考えたいなどチェック（評価）シートをつけてくださいます。当初、鼻で笑われて

しまう企画が多かったらどうしようと大変不安だったのですけれども、ふたをあけてみる

と、何と４割がもっと話を聞きたいと言っていただいております。新しく事業として検討

しようと思っていたところをずばり提案されて、内部資料が流れているのではないかとい

う冗談がでるぐらい、的確な提案ながなされています。マッチング内容は大小さまざま。

パンフレットの受注だったり、研修の講師のお願いだったり細かな発注から、昨年度は創

業３年目の30歳のIT系の女性起業家さんと、東急電鉄さんではサービス提携にもつながっ

ていたりしているので、非常に女性社長をなめるなよというところでございます。 

 大組織のほうで、信用力と資金もありますし、新しい投資というところにまだまだ足踏

みをしている点も多かろうと思います。一方で、小規模事業の発想力とフットワーク、あ

と、双方の長所がまざることがダイバーシティの一環だと考えております。 

（PP） 

 次の６ページ目は、女性起業家の光と影と題しまして、事例とともに御紹介させていた

だきます。 

 光の部分は、先ほど来お話ししている３点、繰り返しになります。女性起業家はＭ字カ

ーブがありません。子供が生まれたからといって会社を閉じるということはありませんの

で、女性起業家自身の雇用も生み出すとともに、女性の雇用双方に貢献できる存在。 
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 さらには、先ほどお話ししたように、既存の企業の新しい事業を行っていくにも、組む

相手として検討し得ると思います。 

 一方、いいことばかりでなく、影の部分も正直ございます。女性起業家は近年、ふえて

きておりますし、政策金融公庫さんによると、融資件数も融資額も増加傾向にあるようで

ございます。ただ、一方で、過去の女性労働白書にあったのですけれども、女性の起業は

男性の起業に比べて廃業率が２倍というデータも出ております。理由は、経営に加えて家

事、育児、介護の負担などもありますし、また、女性の起業家は起業前が無業だったり、

非正規であるケースが男性に比べて多いのです。つまり、キャリアやマネジメント経験が

なく、人脈や資金も少なく、いろいろ不足した中での起業をしているというところでござ

います。ただ、いいデータもあります。これも国民政策金融公庫さんのデータになるので

すけれども、創業４年を超えると、男性に比べて黒字化の比率が女性のほうが高いと。波

に乗ってくると堅実に税金を納めてくれるという話ですけれども、女性起業家の多くの利

点もありますので、創業時の後押しをするならば、キャリアの蓄積不足を補う施策もしな

がら、事業継続をサポートするシステムがあればよいと考えております。 

（PP） 

 次の７ページ目、これは４年前に経済産業省さんに提出した資料になります。女性活躍

は組織内の女性活躍だけが語られるケースも非常に多いかなと思っているのですけれども、

社会全体のダイバーシティということで、広義のアファーマティブ・アクション、組織を

超えたアファーマティブ・アクションなども考え得るかなと思っております。 

 あと、海外のカンファレンスに行くと、女性起業家のテーマとはかなりよく扱われてい

ます。３年前、APECの女性起業家支援のワークショップに行ったときは、民間企業と公共

調達の、女性起業家にするという案件だけで４日間、20カ国が集まって議論がなされたり

しております。そういう意味でいうと、日本ではめったにそんなど真ん中のネタには上が

ってこないかなというところです。 

（PP） 

 最後にいくつか 提言もさせていただきます。１つ目は、女性事業主によるお試し雇用

を促進する機会があればいいのではないかと思っております。経済産業省さんが２年ほど

前に２年間実施した、主婦の職場復帰プログラムというのがあって、新戦力発掘プロジェ

クトというのがありました。ブランクがある女性がお試しでもう一回働き始めるというも

のは、結構女性起業家も活用させていただいております。場合によって、インターン対象

を広げて復活を検討していただくのも一つかなと思います。二、三割は直接の雇用にもつ

ながりますし、起業ということに身近でなかった方々が、起業って意外と簡単にできるか

も、最初にこういうものがあればできるんだということを、身近に感じていただける機会

になります。 

 ２つ目は、地方はもちろん、スモールビジネスに欠かせないITの活用です。支援機関が

各地に設置されていて、対面は安心感があり非常に有効だとは思いますが、女性起業家は
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移動時間も惜しむ存在です。ITを活用したメンタリングだったり、自宅や会社からその場

で相談ができるようなツールの導入などもしていただいたほうがよいと考えております。 

 最後、これはとても強調したい点なのですけ、広義のアファーマティブ・アクション、

女性起業家への発注促進というのもぜひ考えていただきたいと思います。お金をくれと言

っているわけではなくて、まず、お金をかけずにすぐ実践が可能なのではないかと思って

いる点が、自治体による女性企業への発注目標を持ってもらうことということがあるかな

と思います。2009年にアメリカのオバマ政権で連邦契約のうち５％、約3,000億円程度の発

注目標を女性起業家にすると決めております。もう五、六年たっているので、これがうま

く機能しているかというのはぜひ調査していただきたいです。 

 また、入札の優遇措置ですね。女性活躍企業に対する入札加点が始まっておりますけれ

ども、ちょっと疑問に感じる点もあります。すでに大手企業で業種によってもともと女性

活躍、女性比率が高い企業もあったりして、そうでない企業と差があり過ぎるので、近年

の増加率をもってポイント加算をする方が有効です。また解決策の一つとして女性活躍が

進んでいない企業だったとしても、女性起業家と組んで共同提案しているものに対しても、

ポイント加算をするなどすぐに検討し得るところではないかと思います。 

 また、民間からの発注促進では、税控除などインセンティブを与えること。先ほどお話

した内閣府と実施しているマッチングイベントに関しては、今回、100名女性起業家が参加

して、４割が地方から東京にイベントに御参加いただいていたりもしましたので、イベン

トの地方展開やウエブを活用でのプレゼン機会提供も可能です。 

 起業サポートはIPOしたりスケールする大きなものを支援していくというところに焦点

が当たりがちですけれども、規模は小さくても地域に根差した平均５名の雇用で地域活性

化につながる女性起業家の小さな企業にも、ぜひ焦点を当てていただければと思います。 

 長くなりました。ありがとうございます。 

○佐藤会長 どうもありがとうございました。 

 これから30分程度時間がありますので、皆さんからプレゼンしていただきましたけれど

も、どういうことを盛り込んでいくかについて御意見を伺えればと思うのですが、最初に

辻村議員が言われたように、別にここに載っていないものは入れないという意味ではなく

て、例えば種部委員が言われたように、私も余りそこまで考えていなかったのですけれど

も、女性活躍と女性の健康向上がパッケージである必要がある。そういう意味で、キャリ

アプランを立てるときに女性の健康に関して重要。計画を読むと、それぞれ書かれている

のだけれども、関係について私など、特に男性は余り理解していないところが多いと思う

ので、今回も女性の積極的な登用ということを言っているわけですから、それを進める上

で、キャリア形成支援だけでなくて、当然、健康向上をパッケージでということも当然入

り得るところだと思いますので、役所のほうも、例えば厚労省も労働関係と厚生関係両方

持っているのだけれども、そういうことを考えてやっているわけではないので、そういう

ことはここで言ったほうがいいと思いますので、そういう意味で、当然、ここに書いてあ
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るものとの兼ね合いでセットにしないと、ここで挙げていることが進まないということは

たくさんあると思いますので、そういうものは入れていくということになると思います。 

 では、最初に、プレゼンしていただいた方に御質問があるとかということがあれば、そ

こからと思うのですが、それぞれもし御意見があれば。あるいは、役所のほうでも結構で

す。 

 種部委員、どうぞ。 

○種部委員 辻村先生から性暴力被害者支援の話が出ていたのですけれども、先ほど言っ

ていらっしゃったように、具体的なところはこれから煮詰めていくことになると思うので

すが、一応目標の中の大きなポイントに掲げられていました。 

 基本計画の段階でも、かなり具体的なことをいろいろ盛り込んで入れていただいたので

すけれども、先ほどあった御質問にも当たるのだと思うのですが、ワンストップがなぜ進

まないかということ。富山県にはワンストップはないですけれども、支援だけは始めてい

ます。行政が絡んでやっているところはまだこれぐらいということなのですが、民間主導

でやっているところはあると思うのです。 

 現場を見ていますと、問題点がありまして、民間が主体になってやっている場合、お金

が問題です。資金がない。ほとんどが補助金とか寄附を募って、それで運営しています。

一番先進的な大阪はたしかそうです。ですが、質は非常に高いです。なぜかというと、そ

の中心になっている人が大変やる気のある人たちだからです。お金がなくても自分たちの

ファンドをつくってやるぐらいのやる気があるので、お金の問題をクリアできれば、よい

形のワンストップができます。 

 それから、行政主導でやっている場合は、産婦人科医とか、初動のための支援者を募る

必要があるのですが、その支援をする人がいない。産婦人科医は、こういうことは産婦人

科医療の中で学んできていません。学会の中でそういうことをできる人を育てようという

ことで、研修プログラムを始めたのですけれども、実際、診療が忙しい中で、性暴力被害

者の支援に回れるような時間は恐らく産婦人科医にはないということで、人材不足が行政

等の運営の場合には一番問題です。 

 支援者については、京都府が支援者の研修プログラムを１年間でやって、支援者をふや

す努力をしていたと思います。参考になると思います。民間の場合の問題点、行政主導の

前の問題点、両者のいいところも悪いところもありますので、そこを分析していただきた

いと思います。 

 

○佐藤会長 それは調査会で検討するということだったのですか。 

○辻村議員 一昨日も出ていたのですけれども、結局、内閣府としては検討するとか調査

するのですけれども、それだけですかと、支援というのは、調査してノウハウを提供する

だけですかという議論が随分出ていました。結局、人材育成もそうですし、人件費も全然

足りなくて潰れていかざるを得ないのに、調査すると言われても、それは支援にならない
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ですよということなのです。ですから、財政支援がないとできない。けれども、東京都は

人件費も出してくれるようになったとか、いろいろ例があるのです。ですから、自治体に

働きかけて、自治体から財政的な基盤をつくるようにということは当然できるし、直接国

がどこまでだったら補助金を出せるのかとか、そういう検討もしたほうがいいかなと思い

ます。 

○佐藤会長 ほかにはいかがでしょうか。 

 白河委員。 

○白河委員 どなたにお聞きすればいいのか。性暴力に関して、私が余り知らない分野な

ので伺いたいのですが、今、例えばレイプ被害とかに関しては、アメリカは事実があった

というか、例えば隣の人がレイプがあったとすればレイプというか、日本の場合は確か本

人の申告制ですか。親告罪。ここは法的に議論がされるという話もあったのですけれども、

今、どういう状況なのでしょうか。 

○辻村議員 アメリカのレイプ・シールド法の話は別として、日本では、現在、親告罪で

す。177条等を非親告罪化するという刑法改正が現在、法制審議会で議論されていて、初め

て親告罪ではなくて、警察のほうから動けるということになるのです。そうすると、先ほ

どの認知件数というのが全く違ってきますね。被害届を待ってからということではないの

で、これまでの統計とは全く違うものが出てくると思います。 

 それから、ついでに言っておきますと、先ほど、被害者に対しては、女性警察官が付き

添うという文言があったので、ちょっと引っかかったのです。当然、強制わいせつのほう

は女子のみではないですね。強制わいせつの被害者には男性もいます。これに対して177

条は今「婦女」となっていますが、法改正案では両性になります。男性の被害者も入って

きますから、そうすると、「必ず女性警察官がつく」のような文言は改めなければならな

いでしょう。女性被害者の場合はと書かないとだめですし、男児の場合は御承知のように

13歳未満が被害者の半数を超えていて、男の子が強制わいせつの対象になるというのが非

常に多いので、そういう問題は、今回の女性活躍とは関係ないと言うのか、それとも、や

はりそういう問題がはびこっている社会で活躍を言う資格はない、と考えてゆくのか、そ

の原点にかかわる問題があるということです。 

○警察庁 よろしいでしょうか。 

 警察庁なのですけれども、今回、女性活躍の文面で書いているので、女性を出していま

すが。 

○辻村議員 それはわかります。女性活躍だけを見ましたから、女性被害者の場合だから、

必ず女性警察官が行きますというのだけれども、では、強制わいせつ罪はどうする。強姦

罪も今回法律を変えれば、男性被害者の場合がありますから、それぞれに対応した書き方

が必要になる、と思います。 

○警察庁 女性被害者の場合も、現場でもそうなのですけれども、女性の被害者だからと

いって、必ず女性警察官に話を聞いてほしいというわけではなくて、女性の被害者の中で
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は同性の警察職員に話を聞いてもらうのは恥ずかしいと、男性警察官のほうがいいという

方も中にはいらっしゃいます。警察としては、捜査の部門でも支援の部門でもそうですけ

れども、被害者が望む性別の警察職員が話を聞けるようにという形での取組を今、進めさ

せていただいているところです。 

○辻村議員 ただ、これまで一般論としてはセカンドレイプと言われていたのは、男性警

察官の取り調べなどで二次被害があるということです。研修も、一昨日配られた紙だと、

女性警察職員などの研修をするというのがあったのですけれども、研修してもらいたいの

は男性警察官のほうでもあるという感じを受けたものですから、そういうことも含めてい

ただきたい。 

○佐藤会長 ほかに。 

 小山内委員、どうぞ。 

○小山内委員 大和総研の鈴木さんが示してくださったデータ、非常に興味深く拝見いた

しました。 

 私ども男女センターとかで、女性の再チャレンジ支援をするとき、やはり103万とか130

万の壁ということについては、必ずプログラムの中に入れています。ただ、そのとき、そ

れが損だ、得だという話ではなくて、女性の自分自身の生き方として、中長期的な視点に

立って、自分自身がどのようにそれを選択していくかというところまで推し進めて、年金

の問題であったり、将来の生涯所得といったことも含めてお話をするようにしています。 

 選択をするときなのですけれども、結構聞く話には、例えば扶養から外れる、外れない

ということを、外れたり、外れなかったり、入ったり、出たりするときに、夫から、非常

に手続が面倒くさいからやめてくれと言われたり、個人の問題ではなくて、家族というの

でしょうか、パートナーとの関係性が、選択をする際に非常に影響しているということが

よく言われます。これはやはり社会保障制度が世帯単位であって個人単位ではないという

ところが一番の問題ではないかと思いますので、ぜひこういうデータを出すときに、もう

ちょっと内面的なデータを、これはもしかすると男女センターとかでそういったデータを

調査研究していかなければいけないのかもしれないのですが、本当に個人の意思ではない

ところで選択を迫られているという現状もよく理解していただきたいと思っております。 

○佐藤会長 いいですか。 

 確かに扶養内で働いていた人が働くようになると、夫の勤務先で手続してもらわなけれ

ばいけないので、半年ぐらいたってというと、また手続などということにもなるので、夫

のほうも一々言うのは大変というのは御指摘のとおりあります。ですから、そのことをど

うするかは、現状で言うと、勤務先でやってもらわなければいけないと言われますね。 

 あと、もう一つは、鈴木委員のですと、妻のほうも夫の会社の配偶者手当の基準がどう

なっているか、意外に夫のほうは余り十分知らなかったり、103万を超えても出ると。公務

員は130万かな。全部103万になっているわけではなくも130万の会社もあれば、ここにある

ように130万の会社もあるわけですね。あるいはない会社もあるわけなので、その辺もぜひ
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センターでやっていただければいいかなと思います。 

 あと、鈴木委員のこれは、書いていないけれども、配偶者手当の支給のほうは多分、か

なり大きな会社ですね。 

○鈴木委員 これは税調に提出された資料の引用ですので、確認をしないとわかりません。

申し訳ありません。 

○佐藤会長 多分、大手かなという気もするのですけれども、ですから、ない会社も実は

多いのだと思うのです。そういう意味で、鈴木委員が言われる103万というのは、制度上は

ほとんどない。確かに配偶者手当のほうはありますけれども、これも全部の会社ではない

ので、そういう情報も伝わっていないということもあるかなと思います。 

 ほかには。 

 鈴木委員、どうぞ。 

○鈴木委員 重点方針2016に盛り込むべき取組事項について、予算編成過程に絡んでいく

という観点から、先ほどの府省の御説明に関して、質問と意見です。 

私は予算というのは使い方の問題が非常に重要であって、規模の大小ではないと基本的

に思っています。ただその半面、先ほどの内閣府さんや経産省さんの御説明のそれぞれの

予算は、予算措置が各事業１桁億円単位です。これに対して、例えば、政府は50兆円の年

金を毎年配っているわけでありまして、桁の違いは余りにも大きい。ほんの少し年金を我

慢していただいて、こちらに配分するということが、本当はトータルで年金制度の持続性

を回復させることにもなるのではないかと率直に思うわけであります。 

 とはいえ、予算は使い方が重要で、経産省さんからもしコメントがあればいただきたい

のですが、女性の起業支援をするときには、補助金でやるのか、政策金融でやるのか、あ

るいは税制もあると思います。あるいは、そもそも日本は開業がしにくいことが問題なの

で、規制や慣行の問題の方が重要かもしれない。つまり、政策として何をやったら一番効

果があるのかということを相当考えてやっておられるのでしょうか。 

それから、内閣府さんから地域女性活躍推進交付金の御説明がありましたけれども、こ

の図を見ると、内閣府が報告を受けるという形になっていますが、例えばうまくやった地

域に重点配分をするといった制度設計・運用になっているのかどうか。そういうインセン

ティブがないと、こういうお金を最大限にうまく生かせないでしょうし、政策としてのPDCA

サイクルも回せないと思うわけであります。ただ、重点配分をすると、うまくいくところ

はどんどんうまくいって、余り取り組まないところはどんどん悪くなるという地域差が出

るという問題をどう考えるかという問題も出てきます。そういうことを考えた上で、この

予算を使っているのかどうかということについて、もしコメントがあればいただきたい。 

この専門調査会が予算に絡んでいくということであれば、重点方針に関する調査検討の

中に、今、申し上げたような視点や考え方も含めていただくことを御検討願いたいと思い

ます。 

○佐藤会長 もしわかる範囲であれば、経産省からどうぞ。 
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○経済産業省 御質問ありがとうございます。 

 女性起業家支援については、おっしゃっていただいたとおり、補助金や融資をこれまで

行っていまして、そういったものが女性が起業する際の初めのステップとして有効である

という声はいただいていました。ただ、これまで女性に特化した取組というものがなかっ

たところ、補助金や融資という形ではなく、ネットワークの構築ということで、今回、始

めさせていただいたものです。 

○佐藤会長 内閣府、わかる範囲で。 

○岡田総務課長 この交付金は、それぞれの地方自治体から申請をいただいておりまして、

その中でどんなものにお使いになるかというものも、実は、佐藤先生にも御協力いただい

ておりますが、見ていただいたりしておりますけれども、どういったものに有効に、効果

的に使っていただけるかということを判断した上でお配りするということをやっておりま

す。毎年いろいろなメニューをお考えになってお出しになるということでございまして、

出していただく中で、判断してやっていくということでございます。 

 ですから、各自治体さんもかなりいろいろ工夫をされるのですけれども、その中でより

よいものからお願いするという形でやっております。かなり要望も高くありまして、各自

治体さんからの御要望をお受けしますと３億円を超えているような場合もございます。 

○佐藤会長 一般的に継続する事業だと、前年度のを見て次とありますけれども、単年度

だと鈴木委員が言われるようなのはなかなか難しいところはあると思います。 

 大石委員、お願いします。 

○大石委員 ありがとうございます。 

 今回から参加させていただいております。 

 ３点あるのですけれども、まず１点目は、鈴木委員のプレゼンにありますように社会保

障制度と労働政策との一体的な改革が必要というのは全く同意見です。例えば130万円の年

収レベルを維持するために制度変更後は150万稼がなくてはいけないとなりますと、時給

1,000円なら年間で200時間余計に働くことになります。つまり、今より２カ月多く働かな

くてはいけないことになるわけです。けれども、男性の働き方自体を見直さなくては、女

性の労働時間を延ばすのは困難です。OECDの生活時間についてのデータを見ますと、日本

の現役世代の女性は年間平均では既にフランスの男性よりも長く働いています。先日、総

理が短時間労働者もより長時間働けるような社会を目指すと発言されたたようですが、男

性の働き方や全体の労働時間の見直しを行わないままでは、実現は難しいだろうと考えて

おります。 

 ２点目は、先ほど辻村委員などがおっしゃっていた、DVや暴力に関係する話です。近年、

貧困に関する調査などでDV被害経験や子ども時代に暴力やいじめを受けた経験があるかと

いった質問を入れるようになっています。これらの経験には階層性もあって、子供時代あ

るいは若年期、あるいは10代の間にそうした経験があると、その後のメンタル面のアウト

カムにも影響が出たり、就労にも支障を来したりといったように、生活困難へつながりや
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すい要因であるということについての実証研究が幾つか出ております。労働政策研究・研

修機構の「子育て世帯全国調査」などでDV経験や虐待経験を訪ねていますので、ぜひ行政

の方はそういった情報を活用していただければと思います。 

 ３点目に、種部委員にお伺いしてみたいのは、ピル（経口避妊薬）のことです。アメリ

カでは、1970年代からピルが普及しはじめたのですが、ピルによって女性がライフプラン

を立てやすくなり、女性の高学歴化やキャリア形成が促進されたというアメリカの経済学

者による有名な論文があります。けれども日本ではピルを入手するまでのハードルが高く、

特に若い女性にとって産婦人科はアプローチしにくい面がありますし、また、産婦人科医

の先生方の中にもピルの副作用を過度に強調される方おられると聞いております。そうい

ったことについてどうお考えか、お伺いできればと思います。 

○佐藤会長 どうぞ。 

○種部委員 ありがとうございます。 

 今、おっしゃっていただいたとおりで、ピルが一つキーです。若い方たちの先ほどの月

経困難症とか、月経に関する損失１兆円というのは、もしピルを使うと解決できる問題で

す。副作用については、若い世代で使う分には微々たるもので、欧米諸国では、高い国だ

と49歳までの女性の６割ぐらいがピルを使っている。日本はまだ１％です。オランダ、イ

ギリス、スウェーデン、ドイツでは十代についてはピルが無料です。若年の出産は貧困と

直接リンクしますので、社会の中では大変大きな問題なのです。十代で必要な人にはピル

を無料で提供している。プラス、ピルを使う意味が、単なる避妊という意味ではなくて、

健康を向上させるという意味で普及されていて、それは一緒に教育がセットになっている

からです。そういう取組がなされているので、今、おっしゃったように、女性の社会進出

や、法整備が整うのと一緒にピルの普及率が上がっていっているのですが、この国は上が

らないところに問題があります。 

 恐らく、今、おっしゃっていたように、産婦人科自体の姿勢もありますし、日本人の考

え方というのもあるのではないかと思います。 

 もう一つは、更年期以降、ホルモン補充療法というのも非常に大きなインパクトがあり

ます。これは、アメリカでは大きなスタディーがありまして、ヒラリー・クリントンさん

が大変大きな予算をつけて、1990年代にアメリカでWHIというスタディーをやりました。800

億ドルの予算を費やした研究をして、女性が50代からホルモン補充療法をやると、健康寿

命を明らかに延ばすことがわかりました。この国は研究すらまだされていなく、ホルモン

補充療法の普及率も１％です。 

 なので、医療の質の問題もありますけれども、今、おっしゃっていたことが私はキーだ

と思っています。 

○佐藤会長 どうぞ。 

○南委員 ビズリーチの南と申します。 

 今回、本会議に初めて参加しています。基本的な質問がございまして、多分、内閣府の
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皆さんに対する質問になります。この１時間ぐらい、委員の皆様の医療の問題ですとか、

税金の問題ですとか、起業の問題をいろいろ聞かせてもらい、基本計画書のほうも拝見さ

せていただきました。先程も、本会議の範囲が非常に幅広いという意見がございましたが、

私自身、一番疑問に感じたこととしては、基本的に、女性活躍推進とは、どのような目的

のためにやっているのでしょうか。 

 私自身、自分で会社を経営させていただいています。会社経営をしていると一番わかり

やすい目的が利益の追求です。これは株式会社を経営させていただいているので、当たり

前の目的となります。今回の女性活躍推進というのは、国の運営、もしくは経営という観

点から考えたときに、何を目的にしているのでしょうか。私の勝手な意見を申し上げると、

もしかして国の幸福度を上げることなのではないでしょうか。そうすると、国全体の経済

の発展というものにも、非常に綿密にリンクしているのではないでしょうか。経済の発展

とは、労働人口と一人当たりの生産力が重要ですので、女性の活躍促進も、より多くの女

性の皆さんが起業することも、先ほどのお話にもあった子供の数を増やすというのも、結

果的には、国全体の生産性を上げるために必要であることではないでしょうか。結果的に、

女性の活躍推進と国の経済成長が綿密に連携しているように、個人的に感じました。 

 本会議についてですが、各省庁が協力体制を組んで推進されている中で、全体のプロジ

ェクト・マネジメントを内閣府の男女共同参画局がやっていることだと思いますが、それ

ぞれの施策について、どのような管理指標で最終的に管理されているのでしょうか。明確

にどこにも記載されていませんでしたので、単純に疑問に思いました。何らかの管理指標

や数値目標、例えば１人当たりの生産力をどの程度まで上げるのか。例えば、GDPをいつま

でにどの程度の数値まで上げるのか。さまざまな施策が、設定されている管理指標に対し

て、どこまで影響があったのかを計測されているのか、また明確になっているのかという

のを、質問させてください。 

○佐藤会長 まず１つは、大事なのは男女共同参画の実現と、まず大きくある。その中で、

今回は女性活躍というのがあるということで、ですから、もともとこれは男女共同参画会

議なのです。ですから、そういう意味では基本法に実現目標が書かれていることなのです。

法律に定められていることなのです。そういう意味では、男女が性別にかかわりなくその

希望を実現できるように、能力を発揮できるように、それが最終目標。 

○南委員 それは、どのような目的のためでしょうか。 

○佐藤会長 それが目的です。 

○南委員 その目的を実現すると、どのようなメリットがあるのでしょうか。 

○佐藤会長 男女共同参画社会をつくるというのが目標なのです。私の理解はそうです。 

○南委員 男女が平等に扱われ、社会に参画できる社会を創ることは、すばらしいことだ

とは思いますが、その背景には、さらにどのような目的があるのでしょうか。 

○武川局長 課長からもお話がありましたけれども、こちらの男女共同参画会議は、男女

共同参画社会基本法に基づいて設置されている機関でございまして、男女共同参画社会基



50 

 

本法の中に目的が書かれております。男女が社会の対等な構成員としてみずからの意思に

よって、社会のあらゆる分野における活動に参画する機会が確保され、もって男女が均等

に政治的、経済的、社会的及び文化的利益を享受することができ、かつ、ともに責任を担

うべき社会を形成するというのが目的でありまして、それに基づいて、この会議はそのた

めの審議の場であるということであります。 

 基本計画が５年ごとに改訂されるのですけれども、今回改定された４次基本計画の中で

は、この５年間は何を重点とするかということが書かれていて、この５年間の重点として、

まず、個性と能力を十分に発揮できる多様性に富んだ豊かで活力ある社会というのが、ま

ず、最初に上げられています。ですから、働き方を多様化するとか、そういうことです。

それから、人権の尊重。尊厳を持って個人が生きることができる社会。それから、男性中

心型労働慣行を変革する。職業生活とその他の社会生活とか家庭生活はともに充実できる。

それから、国際的な評価も得られるみたいなことが、この５年間の重点としては書かれて

いるのです。ですから、それがもとになっている法律でございます。それは国会で全会一

致で成立している、国民の代表が一致して成立させた法律です。 

○南委員 全て資料は読ませていただいているので、計画の中の記載は把握しているつも

り。多様な人材が社会で活躍でき、みんなが安全に生活でき、また公正な機会が全員に与

えられることによって社会が活性化することは素晴らしいと思います。ただ、これらのこ

とをまとめると、究極的には国として今後も経済発展や成長したい、という最終目標のた

めにあるのではないでしょうか。根本的なことで申し訳ないのですが、最終的に、国とし

てこの男女共同参画という施策を通じて、具体的に、どういう目的や方向性に向かいたい

のということが単純に知りたいと感じました。 

○佐藤会長 それが方向性だと御理解いただかないと、なかなか難しいので、もちろん現

状がそうなっていないという理解はあると思います。ただ、今回、女性活躍加速だけをあ

る程度その中から切り取っている部分がある。それは男性のほうがいろいろ変わらなけれ

ばいけないということがありますけれども、結果的に、鈴木委員が言われたように、経済

の新しい活力を生むことに貢献するのは多分間違いないだろうと思いますけれども、それ

だけが目的ではない。経済の活性化だけが目的でやっているわけではない。結果的に結び

つく。安倍政権もそれを上げていますので、多分それはあり得ることだろうと思っていま

す。 

○南委員 ありがとうございます。 

○佐藤会長 白河委員、どうぞ。 

○白河委員 白河でございます。 

 女性の活躍ということに今回、フォーカスされているということなのですけれども、男

女共同参画の流れを見ていると、女性のほうが国際的に見ても物すごくへこんでいるので、

それを上げていこうという今までの試みはすごくわかるのですが、男女共同参画なので、

やはり男性にも同じだけ発信したり、言及したりするほうがいいのではないか。 
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 例えば働き方の話などにしても、活躍する女性が30％になるのだったら、家庭参画する

男性も３割とか、育休の取得の目標が今、18％でしたかね。少子化大綱に私は入っていて、

決めたのですが、今、考えたら、なぜあれをもっとたくさん、30とかにしなかったのかと

すごく後悔しているのですが、同じだけ男性についても言及してほしい。 

 女性が活躍できない、調べてみると、本当に日本全体女性の収入がすごく低いのです。

ですから、そこはもっと上げていかなくてはいけないのですが、でも、それは男性の働き

方、企業の働き方が変わっていかなければいけない。特に長時間労働、三六協定の上限の

ない残業時間をしっかりふたをするというようなところまで考えないと、私は難しいと思

っています。 

 男性に対しても同じだけ言及というのは、今の女性活躍のことに関して、女性たちがみ

んなぶーぶーいうのは、男性の働き方や企業は変わらず、女性だけが頑張れ頑張れと言わ

れているのが非常につらいということで、「輝く」という言葉もすごく嫌だという方も結

構多いので、男性に対しても同じように発信すること。 

 リプロダクティブ・ヘルスの問題に関しても、女性のリプロダクティブ・ヘルスのお話、

こうやって聞くとすごくなるほどと思うのですが、最近、女性だけではなく、男性にも妊

娠、出産に適した時期があるということがわかってきて、40代以降、極端に言うと35歳以

降、男性の精子は劣化していくということがはっきり言われていますし、流産率も上がり

ますし、男性が高齢になりますと、子供の精神疾患がふえると、さまざまなデータが出て

きていますので、そのことが意外にまだ共有されていないのです。このことがわかってい

ないと、女性だけがキャリアと出産のはざまで悩んで、パートナーである男性は何も悩ま

ず、何も理解せず、しかしもそれは結婚の時期に物すごく重要な影響を及ぼしてくるので

す。ですから、例えばリプロダクティブ・ヘルスに関して、検診とか、ピルとか、そうい

ったことでセットで発信するということはすばらしい、教育もするというのはすごくいい

なと思って、それをぜひ男性にも一緒にやってほしいなと。この分野はとてもおくれてい

ると思いますので、そちらも共同参画で取り組んでいただければと思っています。 

○佐藤会長 髙橋議員、どうぞ。 

○髙橋議員 髙橋でございます。 

 きょうは今までいろいろな提言を聞いてきましたが、特に充実していたなと、まず最初

の感想でございます。 

 休憩時間に、警察庁の方に御質問したのですが、性犯罪をしている人に対する対応はど

うなっていますかということを聞いたのです。なぜそんな話をしたかといいますと、最近、

誕生学ということを全国に、私が聞いた限りでは1,000ぐらいの現場に入られて、しかも、

教護院とか非行少年の人たちに対してお話をしておられる女性なのですけれども、その話

を聞きますと、誕生学の話をすることが非常有効だと。つまり、男女共同参画社会を実現

することが私たちの目的ですけれども、制度改革と意識改革は車の両輪で、意識改革のた

めには教育が重要でございます。そうすると、きょう、種部委員が話されたことはとても
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大事な提言だったと思うのですが、それをどう教育に生かしていくのか。それが急がれて

いるのではないかと思っておりまして、これは第４次基本計画にはそのことをいろいろと

書いてございます。医学的に妊娠、出産に適した年齢とか、妊娠、出産に関する事項とか、

あるいは性とか健康に関する教育、少子化との関係、少子化対策大綱との関係もあります

ので、そういうことについて、ぜひ重点的に考える必要があるのではないかということを、

ちょっと意見を申し上げたいと思います。 

 以上でございます。 

○佐藤会長 どうぞ。 

○渡辺委員 私も初めて参加させていただいたので、御質問したいのですが、第４次基本

計画には、すごく大事なことが全部盛り込まれていて、大事ではないことは何もないと思

うのです。その中で、まず、ことしは女性活躍加速に重点を置くというのは、とてもよく

わかりました。 

 ５年間基本計画を実行していく中で、重点方針というのを毎年毎年重要度と緊急度で議

論していくのか、それとも、５年を見据えて、最初はまずこれをやり、今後はこれをやる

というような、５年を見通した形でそれぞれ重点方針を毎年つくっていくのか、どちらで

しょうか。 

○岡田総務課長 御質問ありがとうございます。 

 基本計画にのっとって重点方針をやっていくということでございますが、この中の進捗

状況を、重点方針という仕組みを通じまして、フォローアップしたり、チェックしていく

ということでございます。その中には５年間を見通して、これがいつの段階で何をすべき

かという項目もあるでしょうし、毎年毎年ここまで行ったということも見ると思いますの

で、お答えになっているかどうかわかりませんけれども、施策の次第ということでござい

ます。 

 ただ、今年度は初年度ということもあって、特に初年度加速しなければならないことに

重点を置くということで、今回の重点方針の基本的な考え方として上げさせていていただ

いております。来年度になりますと、今度はまた２年目ということになりますので、その

中でどこまで行ったかというような新しい視点はまた出てくるかとは思っております。 

○佐藤会長 確認ですが、毎年やるのは女性活躍加速重点方針なのですね。そういう意味

で、女性活躍にはかなり重点を置いていますので、落ちる部分についてはある面で多分、

ここでやることになるのかもわかりませんけれども、こういう形でやるのは女性活躍加速

ということで、毎年やっていくと思います。基本計画に書いてあります。多分、５年間は

やるのだと思います。ですから、ここの部分については来年度は別のテーマになるという

わけではないと御理解いただければ。 

 堀江さん、もしあれば。 

○堀江委員 はじめまして。スリールを代表しております、堀江と申します。 

 大学生向けにワーク・ライフ・バランスを実体験として学んでいただくようなことを５
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年間やってまいりました。 

 私も、本日初めて出るのですけれども、私も聞いておりまして、南委員と同じ部分はす

ごく感じてはおります。全て重要な部分ではあるのですが、目標を立てたり、目的は法律

に基づいている部分だとは思うのですが、それに対しての何が一番重要なポイントなのか

というようなロードマップだったり、確認をしていくときに、議論をしていく材料として、

何が一番女性活躍として重要なのか、男女共同参画として大事なのかというところを、ま

ず、確固としたものとして行っていくということはすごく重要なのかなということを感じ

ております。 

 私自身、まだ30代なのですけれども、本当に若者も30代の者も、働くことでも、子育て

をすることでも悩んでおります。子育てをすることに対しての不安もありますし、実際の

体のことも学んできていない、働くことに対しても不安を抱えている、そういったことを、

では、どうやったら働き続けて、子育てをしていく状況が生まれていくのか、それがどう

いったパーセンテージになっていけば本当に実現できるのかというところを明確にしてい

かなければ、あと二、三年のところが間に合わないだろうなということを、すごく感じて

おりますので、いろいろ多様なところのお話し合いが進むかとは思うのですけれども、ぜ

ひここが重要な点だというところが今回の会議で決まっていくと、シンプルな問題ではな

いと思うのですけれども、すごくシンプルに見えてくるのだろうと思って、いろいろ学ば

せていただきたいと思っておりました。 

○佐藤会長 どうぞ。 

○小山内委員 もう時間が過ぎているかと思うのですが、女性の活躍推進を進めていくた

めには、私も先ほどお話しさせていただいたように、男女共同参画の視点という部分が非

常に重要だと思うのです。そういう中で、例えば経済産業省さんが今回、女性起業家等支

援ネットワークの一例みたいなものを示していただいているのですが、その中に、男女共

同参画の視点をしっかりと捉えて、ものを言える機関がここに入っているかというと、ち

ょっと何となく疑問な気がいたします。 

 以前、行いました主婦のインターンプロジェクトがありましたね。そのときも、多くそ

れを受託して実施したところが、派遣会社さんが主だったと思います。そうしますと、そ

の視点の部分というのが、どこまでプログラムから直接的な主婦の方々への支援の中に盛

り込まれていたか、ちょっと疑問視する部分もありますので、これは別に経産省さんだけ

というわけではなくて、全ての省庁さんに言えることだと思うのですが、ジェンダー主流

化という部分を忘れずに、末端までそれが届くように取り組んでいただきたいと、そうい

う施策を進めていただきたいと思います。 

○佐藤会長 ほかに御意見はありますか。 

 どうぞ。 

○横田委員 今、女性の起業チームで話題に上がるのが、男女共同参画センターと経産省

の商工会だったり、中小企業施策のリンクです。結構女性の起業相談の場合、女性センタ
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ーに行くケースが多い一方、その後、中小企業施策の相談先リンケージしていません。こ

の会の中で進めていただけたらうれしいと思います。 

○佐藤会長 次回出席できない方、何か言っておきたいことがあればあれですけれども、

いいですか。 

 では、少し時間が過ぎましたけれども、第１回の専門調査会をこれで終わらせていただ

きたいと思います。 

 次回は何か。 

○岡田総務課長 次回は４月12日９時から、また朝早くて恐れ入りますけれども、よろし

くお願いいたします。 

○佐藤会長 どうも御苦労さまでした。 


